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Ⅰ　序説──税制公正化のための闘いのすすめと論点
──消費税再増税と法人税減税の欺瞞性──
1 　大儲けしている巨大企業の減税財源に庶民いじめの消費増税では納
得できない
　税制は政治のバックボーンであり，社会の公正さの鑑である。欠陥をな
くし公正な法人税制を再建すれば，政治が国民から信頼されるとともに，
健全な企業国家としての発展が期待できると信ずる。
　庶民の生活を直撃する逆進性の強い醜税である消費税が大幅に増税され
ているのに，大きく儲けていながら税金を払わない大企業の税金である法
人税を減税することなどは，税の論理から大きく矛盾しており，国民も納
得し難いことである。
　これまで私が多くの機会に詳しく明示してきているように，日本では
「法定税率」が高いのであり，大企業が現実に納税している実際の税額に
基づき算出した「実効税負担率」は驚くほど低く，「国に税金を払わない
大企業」の巨大な一群が存在している。
　その主たる要因は，巨大な企業優遇税制となっている租税特別措置によ
る政策減税の増設，受取配当金の課税除外などの欠陥税制の拡大ととも
に，グローバル展開する大企業の巧妙なワールド・タックス・プランニン
グによる地球的スケールによる大掛りで巧みな節税，特に租税回避による
避税と言うべきグレーゾーンの活用による課税逃れに対抗する有効な対策
を租税当局が講じてこなかったことにある。
　グローバル巨大企業は，海外子会社を駆使する移転価格操作やタックス
ヘイブンの濫用等を含めた「アグレッシブ・タックス・プランニング」
（Aggressive Tax Planning ; ATP）と呼ばれる税源浸食と利益移転を積極的
に縦横無尽に展開している。
混迷を深める法人税の検証（富岡）　253
2 　企業優遇税制を撤廃し欠陥税制の是正による公正な法人税制の再建
が急務である
　法人税制には巨大なタックス・イロージョンとタックス・シェルターが
存在するとともに，場当たり的な改正の集積により，「課税ベースの変貌
化」= 課税ベースの「不当な縮小化」と「不当な拡大化」による歪みの混
淆による「妖怪化」（お化けのような姿になること）が現出している。
　このため法人税制は崩壊の危機に瀕し，財源調達機能を完全に喪失し，
財政赤字の元凶となっている。
　法人税改革において必要なことは，国を棄て税金を払わない大企業をさ
らに優遇し，欠陥税制を放置したまま減税などをすることではない。速か
に優遇税制を撤廃し，多くの欠陥を是正し，グローバル企業の租税回避を
徹底的に規制するよう法整備を行うことにより，税制を公正な姿に再建す
るとともに，税務行政の執行を的確に充実化してタックス・ギャップを解
消し，財源調達機能を回復し，財政健全化に貢献させることである。
3 　消費増税を繰り返しても財政健全化は困難で所得課税の再生が緊要
である
　国の債務残高が1,000兆円を超える中で，政府は財政の健全性を示す国
と地方の基礎的財政収支（プライマリーバランス）の赤字を2015年度は2010
年度に比べ半減させ，2020年度に黒字化する目標を国際公約している。
　政府が2014年 7 月25日に示した中長期試算では，来年度は目標を達して
も，2020年度には11兆円という巨額の赤字が残り，黒字化は達成できない
とする。経済成長を重視して財政健全化が後回しになり，財政の立て直し
に失敗したと国際社会からみなされれば，金利が上昇（国債価格は下落）
し，日本経済の安定を大きく損なう恐れもつきまとう。
　大企業の稼ぎである巨大な利益からすれば，現在の法定正味税率で納税
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しても，企業の屋台骨は揺らぐことはない。いまのままの税制のもとで，
大企業の法人税を減税するなどということは，なんとしても納得し難いこ
とである。
　いま，最大限に求められているのは，法人税と所得税の所得課税の根本
的な再構築による再建こそが緊要である。
4 　法人税制の欠陥を是正すれば，消費増税による税収増額以上の財源
の確保が可能である
　これまで各種データにより詳細に検証してきたように現行の法人税制に
は多くの欠陥があり，実効税負担率は法定税率より著しく乖離し低くなっ
ていることは歴然たる事実である。
　これらの不公正税制を是正することにより，「是正による法人税の増収
想定額」を試算し，さらに，法人税，法人住民税および法人事業税を含め
た「法人所得総合税負担の増収想定額」を試算することで，国及び地方公
共団体における法人税の増収想定額を算出することができる。
　法人税の税負担の格差の是正による「増収想定額」 4 兆6,483億円が見
込めることを本誌前号（第56巻第 3 ・ 4 号）において示している。
　現行の法人税制においては，その欠陥によりこれだけ巨額の財源を喪失
しているわけである。
Ⅱ　呉越同舟で混迷を深める法人税制改革の動向
──税収減対策の思惑の相違で意見対立──
1 　法人税率引き下げに異常な執念を燃やす安倍政権のシナリオ
　2014年度税制改正のうち，「先送り」された難題は，「消費税における軽
減税率の適用」と「法人税率引き下げ」であった。
　このうち法人税の法定正味税率（マスコミでは「法人税の実効税率」と誤用
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している）の引き下げについて 1 月，世界経済フォーラム年次総会（ダボス
会議）で安倍首相は，次のように述べ，国際公約をしている。
　「法人税にかかる税金の体系も国際相場に照らして競争的なものにし
なければならない。企業が貯めたキャッシュ（現金）を設備投資や研究
開発，賃金引き上げへ振り向かせるため，異次元の税制措置を断行す
る。本年，さらなる法人税改革に着手する。」
　安倍政権は，その経済政策アベノミクスの柱である金融緩和，財政出動
に続く成長戦略を着実に進めるために，2014年 6 月にまとめた「骨太の方
針」（経済財政改革の基本方針）に法人税率引き下げについて，2015年度か
ら段階的に引き下げることを盛り込み，年末の法人税制改革に道筋をつけ
るというシナリオである。
　首相は，日本企業の競争力を底上げするため法人税率の重ねての引き下
げ策を示している。
　これより先に菅義偉官房長官は，2014年 3 月19日，首相官邸で開いた経
済財政諮問会議で，法人税の税率引き下げについて，「安倍首相は法人税
率を下げることを明言している。来年度から実施できるよう取り組んでほ
しい」と述べ，2015年度から引き下げるべきであるとの考えを表明してき
ていた。
　官房長官は，「何年の間に，何％下げでいくかを明らかにすることで，
企業が見通しを立てやすくすることが大事である」とも指摘している。
2015年度から段階的に税率を下げることを念頭に置いた発言だとみられて
いるのであった。
　甘利明経済再生担当相も， 3 月20日の閣議後の記者会見で，「どのくら
い先をめどに，どれくらいまで，ということを極力具体化できればいい」
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と述べ，骨太方針に税率の引き下げ時期や，下げ幅を極力明記することを
明らかにしていた。
　安倍政権は，復興特別法人税を 1 年前倒しをして2013年度末に打ち切る
ことを決めており，法人税の法定正味税率は2014年度から2.37％引き下げ
て，35.64％（東京都）になっている。それでも25～30％程度が多いアジア
諸国などに比べると高く，産業界からは一層の引き下げを求める声が根強
いとしている。
　経済財政諮問会議の民間議員は，同日の会議で，経済成長による増収を
財源にあてるべきだとの考えを示していた。しかし，これに対し，一方
で，財務省などは租税特別措置（政策税制）の廃止・縮小などによる税収
中立を保つべきであると主張し，意見が大きく対立している。
2 　経済成長で増収か，増税で税収中立かでの財源確保で意見対立
　法人税の法定正味税率の引き下げによる減収の補塡の財源確保をめぐる
考え方の相違により，政府関係者の間でも激しい意見の対立があり法人税
改革は混迷の度を深めている。
　この意見の対立は，法人税率をめぐる関係者の立ち位置の相違をも反映
しており，次のように大きく 2 つに分かれている。
⑴　税収中立にこだわらず税率を直ちに引き下げることを主張する立場
　経済界や民間議員は税収中立にこだわらないで，法定正味税率を直ちに
引き下げるべきだと考えている。
　伊藤元重東京大学教授ら民間議員がまとめた提言では，持続的な経済成
長のためには「法人税の法定正味税率（マスコミ用語に従い「法人実効税率」
と誤用している）の25％程度への引き下げが極めて重要である」と強調し
ている。アベノミクスで潜在成長率が高まり，企業設備の稼働率の向上や
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赤字企業の減少などで「構造的な税収の拡大」が期待されると指摘してい
るのである。
　2013年度の法人税収の見込みである10兆650億円を実際の税収が上回っ
た場合，構造的な税収増の効果が現れたとして，税率引き下げの原資にす
るよう主張しているわけである。
　この民間議員による提案に似た案を経団連が昨年末に財務省に提出して
いた。税収が10兆円を上回っている間は，年 2 ％ずつ税率を下げて，10兆
円を切ったら引き下げを止めるという案のようである。
　要するに，法人税減税をすれば，経済成長が達成されて，それにより税
収も増えるから，それを原資とすればよいと主張する立場である。
⑵　減税分は増税により賄うべきだと税収中立を主張する立場
　財務省や自民党税制調査会は，減税分は増税により賄うべきであるとし
て税収中立の立場をとっている。
　政策減税を廃止・縮小して法人税の課税ベースを拡大したり，所得税や
地方税など，ほかの税目の引き上げにより税収減を補うべきだと主張して
いる。
　内閣府は，2013年度は43兆円を見込む国の税収が経済成長で2020年度に
69兆円に増えたとしても，国際公約の財政再建目標を達成できないと試算
している。
　麻生太郎財務相は，「（代替財源を確保しないと）20年の財政健全化の目標
が吹き飛んでしまう」と懸念を示している。
　そして，財務省は，財政健全化の観点から，税率引き下げによって短期
的に減る法人税収を，どうやって補うのか明確にすることを求めているの
である。 3 月20日の記者会見でも「（諮問会議の）民間議員に寄りすぎた話
は公平性を欠く」と，税率引き下げだけに偏ることに警戒を示していた。
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　要するに，法人税率の引き下げによる減税効果での経済成長による増収
などというのは，あてにできないから，法人税減税をやるならば，その減
収分の穴埋めをする何かの増税をして，原資を獲得して税収中立を堅持す
べきであると主張する立場である。
3 　「はじめに税率引き下げありき」で審議をスタートとした政府政調
の変質
　安倍政権は，法人税率の引き下げをメインとする法人税改革の具体的な
〔図表 1 〕法人税率をめぐる関係者の立ち位置
　　　　　─成長で増収か，増税で税収中立か，減税財源の確保についての駆け引き─
法人税の法定正味税率引き下げに積極的
減税の財源は
…
成長を原資に
増税を減税の原資に
経団連
「成長によ
る税収増
も視野に」
（米倉弘昌
会長）
菅義偉
官房長官
「税制中立を
堅持」 （大田
弘子座長）
「税率引き下げよりデフレ
脱却が先決」（野田毅会長）
「財源なき大減税
はできない」
（麻生太郎財務相）
政府税制
調査会
自民党税制調査会
財務省
税率引き下げに消極的
「来年度引
き下げを推
進」
（出所）　日本経済新聞，2014年 3 月20日付の資料を参考にして作成している。
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検討に着手している。
　政府税制調査会の法人課税ディスカッショングループ（DG，大田弘子座
長）は2014年 3 月12日，法人税改革に向け検討を開始した。
　注目すべきは，この初会合で大田弘子座長が，「法人税の税率引き下げ
が必要である」と宣言したことである。その減税による財源は，「単年度
ではなく中期的に税収中立を図る」として，経済界と財務省の見解の中間
の立場をとり，減税を先行させる考えを打ち出している。
　政府税調は DG で，「はじめに税率引き下げありき」で議論を進めるこ
とに議員からも「引き下げが必要という出発点には抵抗がある」（沼尾波子
日本大学教授）との声もあったようである。
　しかし，大田座長は，税率引き下げは安倍首相の意向である，として譲
らなかった姿勢を示したことが報道されている。
　これでは，何のための政府税調か，その本来の使命と真価が問われるべ
きである。
4 　政府税調 DG での法人税改革を進めるための論点となる 4 原則
　政府税調の DG の会合で大田座長は，過去の政府税調での議論をもと
に作成した法人税改革の論点として，次のことを提示していた。
⑴ 　法人税改革の目的を明確にして取り組むべきであり，法人税の引き下
げが必要であること。
⑵ 　単年度の法人税の枠内だけでなく中期的に幅広い税目で税収中立を図
ること。
⑶ 　法人税改革には，課税ベースの拡大が不可欠であり，そのために，次
のことを検討し，中立で簡素な法人税制に改め，産業の新陳代謝を促す
こと。
　　①　租税特別措置のゼロベースでの見直し
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　　②　減価償却制度や繰越欠損金の見直し
　　③ 　一部の黒字法人に負担が集中する要因の検証と，構造に歪みがあ
るようであれば，その是正
⑷ 　地方法人課税のあり方につき基本的な問題から検討し改革をすすめる
必要があること。
　DG の委員からは，「最初から方向性が出すぎている」との批判などの
ほか，次のような意見があったようである。
　「財政健全化との整合性をどのようにとるのか」，「消費税が上がろうと
しているのに，法人税の減税を行うなら，国民への説明責任をしっかり果
たさなければならない」。
5 　財政健全化目標の堅持を訴え，法人税率の早期引き下げに歯止めを
かけたい自民党税調
　自民党税制調査会（野田毅会長）は，2014年 4 月17日，幹部会合を開き，
安倍晋三首相が意欲を示す法人税の法定税率の引き下げを中心とする法人
税改革の検討に着手した。例年は秋になってから始める議論を大幅に前倒
ししたのである。
　それは，政府の経済財政諮問会議が 6 月にまとめる経済財政運営の基本
方針（骨太の方針）に先んじて党の方針を打ち出し，改革をめぐる議論へ
の関与を強めることを狙っていたのである。
　自民党税調幹部からは，財政健全化の観点で法人税の税率引き下げへの
慎重論が相次いだ。法人税率の早期の引き下げに積極的な諮問会議や政府
税調との温度差が浮き彫りとなり，どう着地点を探るかが焦点となってき
ていた。
　会合では，経済財政諮問会議で民間議員を務める伊藤元重東京大学教授
と佐々木則夫東芝副会長を招き意見交換をしている。
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　伊藤氏は「景気回復による税収増を法人税率引き下げにあてるべきだ」，
佐々木氏は「税率を下げないと韓国のサムスン電子などに勝てない」と主
張し，現在の35.64％（東京都の場合）の法定正味税率をアジアの各国並み
の25％程度まで早期に引き下げるよう改めて提言している。
　自民党税調側からは「税率引き下げが税収増につながるとの理論はおか
しい」など批判が噴出した。野田毅会長も，「高齢化が進む2020年に向け
てもう一段と消費税率を上げる必要がある状況だ」と述べ，厳しい財政を
踏まえて骨太方針をまとめるよう牽制し，諮問会議側も「20年までに基礎
的財政収支（プライマリーバランス）を黒字化する」との財政健全化目標を
堅持する方針を改めて受け入れたとしている。
　諮問会議は政府税調とともに法人税率の引き下げの旗振り役であるが，
骨太方針の策定の前に財政健全化目標の堅持をのませれば，財政状態を無
視した減税は避けられるとし，早期の引き下げに歯止めをかけることが法
人税率の引き下げが政府主導で進むことに，危機感を強めている自民党税
調の思惑とみられる。
6 　危険な方向に行ってしまう恐れのある法人税改革を懸念
　法人税率を引き下げる代わりに，所得税や地方税を増税すれば，企業優
遇だとの批判が強まるのは当然のことである。
　政府税調は，今後，税率引き下げが経済に与える影響などを議論すると
ともに，次回の会合で税率引き下げで短期的に減る法人税収を補うため
に，「課税ベースの拡大」について集中的に議論するとしている。具体的
には，特定の目的のために法人税を軽くしている租税特別措置の廃止・縮
小などの検討が焦点である。
　赤字などで法人税を払っていない企業が約70％もあり，赤字の企業にも
課税できないか，といった点も検討するともしているようである。
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　課税ベースの再検討は，税務会計学原理をメルクマールとする歪みの是
正による公正化であり，まず，タックス・イロージョンをなくすことを目
指すべきである。
　財源漁りのために課税ベースを場当たり的に膨らませ，ますます歪め
て，その「妖怪化」を招き法人税制を崩壊させてしまってはならない。
　政府税調が税率引き下げが必要だとしているのは，「日本の法人税率が
国際相場より高いためである」とする認識──つまり日本の法人税が国際
的にみて高いという認識を前提としているが，それ自体が根本的に間違っ
ているのである。
　日本の法人税の真の実態について，本格的に詳細な分析をした結果とし
て真実な実相を踏まえたものであるか否かにつき明確にされないまま表面
的な観察だけで漫然と確信を衝かない「的はずれ」の議論が進められてい
るのである。
　私が常々明言しているように，日本の法人税で高いのは表面的な法定税
率であって，既権化している企業の優遇措置をはじめ多くの欠陥税制によ
り実際の大企業の「実効税負担率」は驚くほど軽いのであり，「国に税金
を払わない大企業」の一群が存在しているのである。
　まことに，法人税改革については，関係者の立ち位置の違いにより減税
による代替財源の確保をめぐり考え方や意見の激しい対立があり，まさに
呉越同舟で，さらに複雑な利害もからみ議論は混迷の度を深めながら危険
な方向に行ってしまう恐れがある。
　すべからく問題の核心を衝いた「的」をはずさない正しい議論が行われ
ることを強く望みたいのである。
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Ⅲ　法人税減税の財源探しに狂奔する政府税調の醜態
──課税ベースの無定見な拡大による危険──
1 　財源探しに場当たり的な課税ベースの膨らましに狂奔
　政府は，2014年 6 月にまとめる骨太方針に法人税の税率引き下げを明記
することにしていた。ただ，財務省の試算によると，税率を 1 ％引き下げ
ると，国と地方で約5,000億円の税収減になる。10％では 5 兆円程の財源
が必要である。
　自民党税調や財務省は，法人税率の引き下げと財政健全化の両立には代
替財源の確保が欠かせないとの立場である。この代替財源探しについて，
政府税調が本格的に議論を進めているのである。
　政府税調の法人課税 DG は，2014年 3 月12日の第 1 回に続き， 3 月31
日の第 2 回には欠損金の繰越控除制度の見直しにつき検討し， 4 月14日の
第 3 回には租税特別措置と減価償却制度のあり方を中心に議論し，資本金
を基準に適用範囲が決まっている中小企業向け税制特例について，適用範
囲を見直すことなどについて検討してきている。
2 　過去の赤字の繰越控除制度の縮小による財源捻出の危険な議論
　現行の欠損金の繰越控除制度は，大企業の控除限度額は所得の80％で，
控除期間は最長 9 年，中小企業は全額を最長 9 年繰り越すことができる。
　これについて，控除限度額を縮小し，国際的にみて短い控除期間を延長
する意見が多くを占めたようである。
　委員からは「初期投資の大きい企業や再生を考えている企業にとってイ
ンセンティブになる制度」であるとし，一方で，「税制対策として赤字に
している企業などへの対応をどうしていくかが重要で，こうした企業に控
除制限を強めていくことと，控除期間の延長を一体化して議論すべき」と
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の意見があったとしている。
　この制度の見直しが浮上した背景には，会社更生法の適用を申請した日
本航空などが制度を利用しているとされ，「儲かっている企業が税金を払
わないのはおかしい」という批判が起こっていることがある。
　制度を縮小すれば，企業間の競争上の不公平という問題を解消しつつ，
税収を増やすこともできるとしているようである。
　しかし，この見直しには大きな問題がある。期間損益計算により生じた
欠損金は，それが次期以降の利益によって補塡されるべき性質のものであ
る。過去の損失を補塡しない限り原理的には租税負担能力のある所得は生
じないのである。
　控除限度額を欠損金額控除前の所得金額の80％に制限していること，そ
れ自体が誤りであり，間違った財源漁りであると言うべきで，このような
誤りを拡大してはならない。
3 　政策減税である租税特別措置のゼロベースでの見直しによる縮小
　政策減税である租税特別措置については，ゼロベースで見直すことと
し，次のような基本方針が検討されている（〔図表 2 〕参照）。
⑴ 　期限の定めのある租税特別措置は，期限の到来時に原則として廃止す
る。
⑵ 　期限の定めのない租税特別措置は，効果を検証し，期限の設定・対象
の重点化を行う。
⑶　研究開発税制は，促進すべき分野に集中させる仕組みを設ける。
⑷ 　中小法人向け税制特例は，多額の所得のある企業も適用を受けている
実態を考慮し，適用範囲の見直しをする。
　この政策減税は，化学や医薬品などの製造業が研究開発減税で優遇され
る一方，サービス業の恩恵は小さく，業界間の偏りを是正することが妥当
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であると判断している。
　財務省の試算によれば，政策減税による法人税の減収分は約 1 兆円とし
ている。見直しの柱となるのは，そのうちの40％程度を占める研究開発減
税の改正である。現在は，投資を増やした企業を網羅的に減税をしている
が，政府の成長戦略に合致した分野での投資に限って減税するなどの見直
しを含めて，減税の対象企業を縮小する方向で検討するとしている。
　また，政策減税には 2 ～ 3 年の期限が設けられており，終了後も業界の
要望で繰り返し延長，継続されているケースが後を絶たない。期限通り制
度を終えるように仕組みを見直すことで，措置延長に伴う税収の目減りを
防ぐことにしようと検討している。
4 　減価償却制度は定額法への一本化に統一し財源捻出を模索
　減価償却制度は，定率法と定額法とが，企業の節税効果によって選択さ
〔図表 2 〕政策減税の見直しの方針
　　　　　─租税特別措置は「ゼロベース」で点検し「原則廃止」する─
基　本　方　針
▽特定の産業を支援する減税は見直し
▽期限が来た租税特別措置は原則廃止
▽利用に偏りがある租税特別措置は縮小・廃止
（例） ・研究開発費が売上高に占める割合が10％超の企業への減税（製薬）
　　 ・原子力発電施設の解体準備金の損金算入（電力）
　　 ・新幹線の大規模改修準備金の損金算入（鉄道）
研究開発減税（減税額　約4,000億円）
▽適用業種を限定し縮小して恒久化を検討
中小向け軽減税率（減税額　約3,000億円）
▽対象となる企業の規模を限定
▽企業の規模を区分する「資本金基準」を見直す
　（注）　政府税制調査会の法人課税ディスカッショングループの法人税率の引き下げによる
減税の代替財源の捻出作業の状況を整理した。
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れる場合が少なくなく，こうした状況を是正する観点から，定額法に統一
することが論点として浮上している。
　財務省の資料によれば，それにより5,000億円程度の増収を見込んでい
るようであるが，会計制度の基本にかかわる問題であり，安易な制度いじ
りによる財源捻出は危険極まりないことである。
5 　課税対象の場当たり的な拡大化に狂奔しつづける政府税調の審議
　安倍政権の経済政策アベノミクスの本命となるべき「成長戦略」には，
決め手と目玉がなく難渋している。そこで，異次元の税制改革として，安
倍官邸は，数回の引き下げで現行の法人税の法定正味税率35.64％を何と
しても20％台に引き下げようと意気込んでいる。
　政府税制調査会は，この安倍首相の意向を丸のみにして，「はじめに法
人税率の引き下げありき」という姿勢で，それを実現させるための代替財
源探しに専念し，法人課税 DG を設け，検討を続けてきている。
　 4 月24日の第 4 回では，法人地方税が議題となった。法人税の法定正味
税率を下げるには，法人所得に対する課税の約 3 割を占める地方税部分の
見直しが欠かせないためである。
　 5 月 9 日の第 5 回では，中小企業や公益法人の法人税率が特例的に低く
抑えられている現在の優遇措置を見直す方向が示され，改革に向け検討を
進めることが確認されている。
　 5 月16日の第 6 回では，法定正味税率の引き下げに向けた提言の原案を
まとめようとした。税率の引き下げが必要であるとの考えでは，ほぼ一致
したが，税収減を補う代替財源をめぐっては意見が対立し，最終的な報告
書のとりまとめは，次の会合に持ち越した。
　原案は「財政再建との両立」も掲げている。減税した分の代わりの財源
は，減税実施後に複数年をかけて確保すればよいとの考えを示したが，一
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時的な措置ではないため，「恒久減税である以上，恒久財源を用意するこ
とが鉄則」と，クギを刺し，確実な財源確保が欠かせないとしている。
6 　赤字企業にも課税する外形標準課税の拡大による課税強化を提案
　法人税率の引き下げの代替財源として，地方税である法人事業税をどう
するかの議論が急浮上してきた。
　赤字企業にも一定の税負担を求める法人事業税の外形標準課税の適用範
囲を広げれば，法人税率を引き下げても，兆円単位の財源の捻出ができる
と見込んだのである。
　代替財源探しに四苦八苦している政府税調の「課税ベースの拡大」を策
謀する作業は，遂に，課税対象として「所得金額」の垣根を乗り越えて，
付加価値額や資本金等の額など事業規模を基準とする税目の発掘にまで到
達し，暴走して，何でもありの財源漁りをしようとする恐るべき発想に辿
り着いたのである。
　外形標準課税は，従業員への給与や支払利子，支払賃借料など付加価値
額や資本金等の額に応じて税金を払う仕組みである。黒字企業だけが負担
している法人税と異なり，赤字企業にも納税義務が課される。
　政府は，2004年に資本金 1 億円超の大企業に限って外形標準課税を導入
してきた。法人事業税のうち，所得にかかる税率を従来の9.6％から7.2％
に下げ，減った税収を外形標準課税に切り替えたのである。法人事業税の
4 分の 1 を外形標準課税に置き換えたわけである。
　現在，資本金 1 億円超の普通法人には，付加価値額の0.48％，資本金等
の額の0.2％と，所得のうち，年400万円以下の金額が3.8％，年400万円を
超え年800万円以下の金額が5.5％，年800万円を超える金額が7.2％の課税
である。
　外形標準課税を導入する趣旨としては，これまで，⑴ 欠損法人も含め
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た課税を行うことで，事業規模に応じて薄く広く課税することにより，税
負担の公平性を確保すること，⑵ 応益に応じた負担を求めることにより，
応益課税としての税の性格を明確にできるようになること，⑶ 外形標準
化することにより法人事業税が安定的な行政サービスの提供のための地方
分権を支える基幹税として安定化するようになること，⑷ 所得への課税
を緩和することにより，努力した企業が報われる税制となり，経済の活性
化，経済構造の改革の促進へとつながるようになること等を挙げて説明さ
れてきている。
　今回も同様な手法で，税収を減らさないで法人所得に対する税率を下げ
ることを検討している。法人事業税の半分を外形標準課税にすれば，企業
が負担する所得課税の法定正味税35.64％を1.5％程度下げることが可能に
なるとしている。課税標準の外形標準化をすすめ，付加価値額を基準と
し，税収中立でも所得部分の法定正味税率は下るという立法「マジック」
が潜んでいるのである。
　問題なのは，現在の外形標準課税が企業が支払う給与が増えるほど，税
負担も増える仕組みになっていることである。人件費に対する課税なの
で，企業は正規雇用を増やさないで，非正規雇用で対応することになり，
給与の支払額を抑制することになるであろう。これでは，法人税減税が目
指す経済活性化に逆行するとともに，安倍政権のもとで進めてきた賃上げ
政策と矛盾してしまうことになると批判されている。
7 　政府税調が模索してきた法人税率引き下げの代替財源候補のター
ゲット
　法人税率の引き下げを既定事実として，その減収補塡の代替財源探しを
請負された政府税調の法人課税 DG は，四苦八苦して場当たり的な財源
捻出策の模索に狂奔したが難渋したようである。
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　代替財源候補のターゲットとして挙げられた主要事項につき，項目別
に，その内容，財源探求案，論点と課題の概要を示すと〔図表 3 〕のよう
である。
　法人税率の引き下げと関連して，「課税ベースの拡大」を措置したこと
〔図表 3 〕政府税調が模索している法人税率引き下げの代替財源候補
　　　　　─税率引き下げだけを視点に四苦八苦して場当たり的に探ってきた財源捻出策─
事項 内　　容 財源探求 論点・課題
租税特別措置
（政策減税）
研究開発や設備投資した
場合，環境やエネルギー
対策等を促進するための
減税
効果が明確でなく，利用
が特定業種や特定企業に
集中し弊害の大きいもの
について廃止・縮小
優遇税制の恩恵を受けて
いる経済界や与党の族議
員などの猛反発が予想さ
れ実現を懸念
欠損金の繰越
控除
過去の赤字を翌年以降の
年度に繰り越して黒字と
相殺して課税を軽減する
措置
赤字の繰越期間を現行の
9 年から延長し，相殺で
きる限度額を当期の所得
の80％を縮小
期間延長と控除の限度額
の縮小がセットで行われ
るが，本来の企業所得課
税の原理に逆行
減価償却制度
機械等の資産を取得した
後，複数年かけて逐次に
経費に計上し課税を削減
する会計処理
前倒しで経費計上できる
定率法を廃止し，償却額
が均等の定額法に一本化
し初期財源を確保
企業会計制度に混迷を誘
発しながら，中長期では
確保できる財源は不変で
あり実効性に疑問
受取配当金の
益金不算入措
置
投資先株式や子会社から
受け取った配当金を課税
対象から除外し税負担を
縮減
資産運用目的の株式や持
株比率の低い子会社から
の配当金は益金不算入を
廃止し課税対象化
二重課税の排除を名目と
する欠陥制であり，是正
は当然であるが経済界の
反発が予想
中小企業に対
する支援税制
中小企業に対する法人税
率を年所得800万円まで
の部分につき低くしてい
る特例等で課税を緩和
低くしている税率を見直
すとともに，軽減税率の
適用所得の範囲を縮小し
増収を計画
中小企業の経営特性に対
応する成長戦略の緊要性
を忘却し，理不尽極まる
財源漁りに警告
公益法人に対
する課税の特
例
課税対象の範囲を限定す
るとともに税率を低くし
ている特例による優遇
限定的に課税対象にして
いる収益事業の枠の拡大
のほか，軽減税率の廃止
などの見直し
金融資産の運用益に課税
するなど，公益法人税制
に是正の案があり約 7 年
ぶりでの改革は有用
法人事業税の
外形標準課税
所得金額ではなく付加価
値額・資本金等の額を基
準として事業規模に応じ
て課税
対象企業と適用範囲を拡
大し赤字企業にも課税
し，所得課税以外の課税
により税収規模を拡大
法人税改革に悪乗りして
新しい地方税収の源泉を
発揮しようとする危険な
妄想で厳重に要警戒
　（注）　政府税制調査会が法人税率の引き下げによる減収を補塡する代替財源獲得のために
「課税ベースを拡大化」するターゲットとして摘出している事項の内容と，その財源
探求策の動向および課題を整理して表示した。
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は，1998年の改正以来，常道となり，課税ベースは政策的に拡大化する改
正を続け，その姿は益々歪められ異常なものとなってしまっている。
　法人税制の中核である課税ベースを財源漁りを目的として恣意的に拡大
させることは課税の基本原理に反するものであり，法人税制を混迷化する
欠陥要因となっており甚だ遺憾なことである。
　今次の政府税調の法人課税 DG の審議状況においても，ひたすら課税
ベースを場当たり的に拡大化して，無理やりに代替財源を捻出しようとし
ており，法人税制の正常な姿を大きく破壊する危険が大きいのである。
Ⅳ　大企業の税負担の軽減を策動する税制改悪の偏向
──安倍政権の「成長戦略」の亡霊の柱──
1 　大企業支援と株価対策にシフトし国民の暮らしを軽視するアベノミ
クスの「成長戦略」
　安倍政権の新たな成長戦略は，法人税率の引き下げや株価上昇につなげ
る年金資金の運用改革，医療や雇用の規制緩和など，大企業や外国人投資
家が喜びそうな政策が並んでいる。
　その反面，暮らしや働き手への配慮，中小企業への血の通った施策は，
あまりみえてこない（〔図表 4 〕を参照）。
　政府の「経済財政運営の基本方針（骨太の方針）」の素案は，次のようで
ある。
［ 1 ］　デフレ脱却・日本経済再生についての今後の課題
　 1 ．消費税率の引き上げに伴う駆け込み需要の反動減への対応
　 2 ．経済の好循環の更なる拡大と企業の主体的行動
　 3 ．人口の急減・超高齢化の流れを2020年をめどに変える改革
　 4 ．経済再生と両立する財政健全化
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［ 2 ］ 　経済再生の進展と中長期の発展に向けた重点課題
　 1 ．女性の活躍をはじめとする人材の充実・発揮
　 2  ．イノベーションの促進等による民需主導の成長軌道への移行に向け
〔図表 4 〕安倍政権の新たな成長戦略
　　　　　─大企業優先で中小企業や国民の暮らしは軽視─
政策の現在までの決定方向 秋以降の焦点と課題
法人税率の引き下げ
　　　　　
来年度から数年間で20％台に引き下
げることを目指す。財源は恒久財源
の確保をすることとしているが明示
できていない
・ 具体的な引き下げ幅や代替財源は
年末の税制改正で決着を見込むこ
とを想定
・ 課税ベースの拡大等による財源確
保は難航が予想
働き方と労働時間の緩和
　
最低でも年収1,000万円以上の専門
職に時間ではなく「成果」で評価す
る働き方の導入を目指すものとする
・ 今後決める年収要件によっては対
象範囲が絞られる懸念もある
・ 「残業代ゼロ」制度として労働側
からの批判が多発している
混合診療の拡大と医療改革
患者の申し出で先端医療などを混合
診療として使える仕組みを新設する
とともに 2 年に 1 度の薬価改訂を見
直す
・ 対象となる病院が狭められれば骨
抜きの可能性もある
・ 地域ごとに病院を統廃合して医療
を効率よく提供する
農業の再生による活性化
　
JA全農を株式会社化するなど農協
改革をするとともに農業生産法人へ
のさらなる出資規制の一部を緩和す
る
・ 攻めの農林水産業を展開し成長産
業にし輸出拡大・食の安全確保を
進める
・ 企業の農業生産法人へのさらなる
出資規制見直しは 5 年後に先送り
人口急減・超高齢化の変革
人口急減・超高齢化を克服し，50年
後にも 1 億人程度の安定的な人口構
造を確保することを見込む
・ 希望通りに働き，結婚・出産・子
育てを実現できる環境を整える
・ 人口急減・超高齢化の流れを2020
年をめどに変える改革をする
財政健全化目標の堅持
基礎的財政収支を2015年度までに10
年度に比べ赤字の GDP比を半減，
20年度までに黒字化する目標を確認
する
・ その後の債務残高 GDP比の安定
的な引き下げを目指す
・ 収支改善が可能なときはできる限
りの改善を図る
　（注）　2014年 6 月にまとめた政府の経済財政諮問会議が中期的な経済政策と財政運営の方
向性を示す「経済財政運営の基本方針（骨太の方針）」の素案を要約して作成した。
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た経済構造の改革
　 3 ．魅力ある地域づくり，農林水産業・中小企業等の再生
［ 3 ］　経済再生と財政健全化の好循環
　 1 ．経済再生と財政健全化の両立に向けた基本的考え方
　 2 ．主な歳出分野における重点化・効率化の考え方
　 3 ．公的部門改革の推進
　相変わらず総花的な政策の希望的なスローガンの羅列であり，これでは
「成長戦略」は看板倒れで失望の限りである。
　企業の業績が上向き，賃金の上昇につながるような「好循環」は，まだ
一部の大企業だけに限られている。厚生労働省によると，消費税が 8 ％に
上がった 4 月，物価上昇の影響を除いた「実質賃金」は前年同月より
3.1％も減っている。個人の家庭で暮らしが豊かになったと実感できるか
は，新成長戦略でも見通せないようである。
　雇用，医療，農業の 3 分野の「岩盤規制」の見直しも族議員や関係団体
の抵抗で中途半端になり，腰砕けで期待はずれである。
2 　政府・自民党の大企業優先政策と経団連の政界への接近行動
　政府・自民党は対外的には関税や非関税障壁を使ってモノや資本の流れ
を管理し，国内では規制などを通じ，特定の産業や企業を優先的に伸ばす
政策をとっている。税制も，その大企業優遇政策の代表的なものであるこ
とは指摘するまでもない。
　安倍首相の外遊時には，財界幹部が同行し，政府と一体となって日本の
売り込みをするオールジャパンの取り組みであるが，政財界の癒着を象徴
する珍現象として違和感を否定し難い。
　ところで，日本経済団体連合会（経団連）が2014年 9 月11日に公表した
「政治との連携強化に関する見解」は，加盟1,300社に促す献金先を「日本
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再生に向けた政策を進める政党」としている。これが「日本を取り戻す」
と訴える安倍晋三首相が率いる自民党を指すことは，経団連の榊原定征会
長が 9 月 9 日に自民党の谷垣禎一幹事長を訪ね，内容を説明したことから
も明らかである。
　出す方も貰う方も，「民主主義のコスト」「健全な民主主義のため」と，
ことさら強調しているが，紋切り型の言葉の繰り返しには，“欺瞞”がにじ
む。政治献金の呼びかけを 5 年ぶりに再開することを決めた経団連と，献
金を受ける自民党が発した正当化の理屈だが，まことにしらじらしい。
　しかも，今回の政治献金再開の決定にはタイミングの問題もある。政府
は 6 月に「経済財政運営と改革の基本方針2014」で，法人税の法定税率を
20％まで引き下げていくと決めたばかりである。消費税の税率を上げて法
人税の税率を下げ，そこで企業の政治献金ときては，「減税分を献金する
のか」，「政策をカネで買っている」という反発が出ることも自然である。
財界の「公然賄賂」が政策を歪める疑念が大きい。
3 　法人税改革は「あいまい」な決着をし，代替財源先送りで残る大き
な火種
　安倍首相が「アベノミクス」の成長戦略の柱になると強調し，意欲を示
してきた法人税改革は，2015年度から法定正味税率を数年で20％台に引き
下げることで決着した。しかし，具体的な税率や税収減を補う代替財源の
確保など重要な課題は積み残したままである。
　経済成長を最も重視する首相は，アベノミクスを推進するエンジンとし
て「骨太の方針」に法人税減税を盛り込むことにこだわり， 6 月の先進 7
カ国首脳会議（G 7 サミット）でも表明していた。法人税減税は「既定路
線」となり，「骨太の方針」に，どこまで具体的に踏み込むかが焦点で
あった。
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　素案では「数年で20％台まで引き下げる」という表現にとどまった。積
極派と慎重派の双方が都合良く解釈できるためである。具体的に何％ずつ
引き下げるのか，穴の開く税収をどう埋めるか，という議論は，年末の税
制改革の場に譲っているのである。素案は「引き下げは来年度から開始す
る」という方向性を示しただけである。
　20％台に税率を引き下げる期限である「数年」の受け止め方では，政府
内でも隔たりがある。首相周辺が 3 年以内を想定するのに対し，財務省な
どは少なくとも 5 年程度を見込んでいる。
　法人減税の財源にはアベノミクスの効果による増収をも含めて，法人税
の課税ベースの拡大等による恒久財源を確保することにしているが，消費
税や所得税など他の税目の増税論議にも影響を与える可能性があるとみて
いる。
　ところで，いま法人税を納めている企業は全体の約 3 割に過ぎない。赤
字企業は所得に課税されないほか，赤字額を翌期以降の黒字額と相殺し
て，課税対象となる所得を少なくできる「欠損金の繰越控除」という制度
もあるためである。
　こうした企業にも納税をしてもらう「課税ベースの拡大」が議論されて
いるが，政府が想定する 5 ％程度の引き下げだと 2 兆～ 3 兆円の減収にな
り，全額をカバーするのは極めて困難である。素案では，減税に伴う税収
の穴を埋める財源については「恒久財源の確保」との表現にとどまり，財
源確保に向けた具体策の結論は，事実上，年末に先送りされたのである。
　財源確保策のめどなき“見切り発車減税”であり，今後，経済成長と財
政再建の両立を図りながら税率20％台の実現に向けた道筋をどう描くかが
問われている。財源先送りで「残る火種」には大きな危険が潜んでいるの
である。
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4 　法人税率さえ下げれば「あとはどうでもよく」代替財源はあらゆる
分野に切り込む増税暴走
　法人税率の引き下げに向けた安倍政権の突進には，まことに凄まじいも
のがある。アベノミクスの第三の矢「民間投資を喚起する成長戦略」の核
心部分として，特に財界からの期待は高いのであるが，その反面で，減税
分の代替財源探しのために，場当たり的に「あらゆる分野」にタブーなく
増税候補として切り込んでいく姿勢には，「法人税率さえ下げれば，あと
はどうでもいいのか」と不安になってくる。
　安倍首相は，法人税率を下げれば，企業利益が増え，株主の配当増にも
つながるため，株式市場は歓迎ムードで株価が上昇し，賃金をはじめ国民
の所得が増大し，経済が活性化するという「好循環」の上昇機運を描いて
いるようであるが，果たしてどうであろうか。
　問題なのは，「国を棄て税金を払わない」グローバル大企業に，このよ
うな論理は通用しないということである。
　全企業の99.7％を占める中小企業の存在を軽視しては日本経済の発展は
期待できないのである。
　この時勢において中小企業経営に破壊的ダメージを与えるような「中小
企業増税の妄想」は絶対にやめてもらわなくてはならない。
Ⅴ　中小企業を増税標的とする逆転の税制動向の危険
──大企業減税の財源に中小企業増税案──
1 　欠損法人が多い中小企業の特例措置を圧縮する恐るべき課税強化案
が浮上
　国内の法人である約267万社のうち法人税を納税しているのは，その 4
分の 1 ，約70万社であり，残りの 4 分の 3 は，その期が赤字か，繰越欠損
金を抱えていて，税を負担していないのである。赤字法人も，その大半が
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中小企業である。
　現行の中小企業向けの優遇税制が資本金 1 億円以下を基準として，法人
税の軽減税率や中小企業投資促進税制などの措置が講じられている。現行
の資本金 1 億円以下という基準では，全法人の99％が中小企業に分類され
ることになることから，「公平の観点から，この基準を数段階にするか，
または引き下げるべきではないか。高所得の中小企業が特例措置を受けて
いるという会計検査院の指摘に鑑み，特例措置の適用に際して他の基準を
用いることが合理的ではないか」との案も出されている。
　課税所得のうち，年800万円以下の部分について，法人税法により基本
税率を25.5％から19％に軽減され，租税特別措置法で15％までに軽減され
ている。
　軽減税率や中小企業に限定した政策減税は，「軽減税率を含め中小企業
の優遇措置が講じられた結果，収益力の低い企業が存続し，産業の新陳代
謝が阻害されている」として見直しが求められているのである。
　政府は，外形標準課税を拡大しながら黒字法人への法人事業税の負担を
少なくできれば，法定正味税率を下げる効果が大きいとみているが，黒字
法人への税率軽減のしわ寄せが，赤字中小企業を直撃することになる恐れ
がある。
　日本の中小企業は，優れた技術の伝承や，雇用を確保し，社会保険料も
負担している。赤字である中小企業にも税金を課税する外形標準課税の適
用範囲を広げ，税金を負担できない中小企業を退場させ新陳代謝を促すべ
きだ，などの議論は暴論であり，甚だ遺憾だと言わなければならない。
2 　中小企業経営を破壊する危険のある大企業中心の安倍税制改革の混
迷による暴走
　すべての中小企業が消費税 5 ％から 8 ％へ引き上げの対応に苦悩してい
混迷を深める法人税の検証（富岡）　277
る最中に，中小企業向けの増税策が目立った論議として登場している。し
かも，それが大企業の法人減税のための代替財源として浮上してきたこと
は，何としても理不尽極まる「逆転」の発想で，驚愕のかぎりである。
　安倍首相の意向を受けた政府税制調査会は，法人課税 DG の審議結果
を，2014年 5 月16日に報告書案を発表した。報告書案は，法人税改革は
「わが国企業の競争力を強化するため」に税率を引き下げることが目的で
あること，「はじめに税率引き下げありき」で，あからさまに主張してい
る。しかも「負担が一部の黒字法人に偏っている現在の負担構造を見直
す」のだともしており，中小企業に多い赤字法人などにも課税して“広く
薄い”法人税を目指すとしている。
　もともと法人税は，法人の所得に対して課税するものであるから儲かっ
ている法人が負担する税金である。黒字大企業の減税財源を赤字中小企業
の増税に求めるなど，とんでもない大間違いである。そもそも，「広く薄
い法人税」とは果たして何物なのか，そのような論理の立て方は大間違い
である。
　そのうえ，報告書案は「法人税の枠内でのみ税収中立を図るのではな
く，関連する他の税目について見直す必要がある」と法人税引き下げの財
源に所得税，消費税，地方税の増税の可能性を示唆している。
　法人税減税を「恒久減税」にするため，その代替財源も「恒久財源」を
鉄則にするとしており，さらなる消費税増税で穴埋めされる危険性さえあ
るのである。
　ここで最大の問題は，中小企業を増税の標的とした，次のような税制改
革の危険な動向である。
［ 1 ］　法人事業税の外形標準課税の適用拡大による増税策
　赤字企業にも一定の税負担を求める法人事業税の外形標準課税を広げよ
うとしている。政府税調では地方税の応益負担性を強調し，企業の儲けと
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は無関係に賃金総額や資本金額などで課税額が決まる外形標準課税に狙い
を定めた根拠には「負担が一部の黒字法人に偏っている」という理由を挙
げている。
　資本金 1 億円以下の中小企業を外形標準課税の対象とすると従業員への
給与総額や資本金額が新たな課税対象となる。中小企業にとっては地域で
の雇用維持は難しくなり，負担は増し，厳しいことになる。
　納税している企業が 3 割にも満たないのは，全企業の99.7％を占める中
小企業への支援を怠り，さらには消費増税で負担を増加させるなど，露骨
な“中小企業イジメ”の結果にほかならない。今回の成長戦略をみても
「中堅・中小企業，小規模事業者の躍進」と，タイトルだけで中身はほと
んどないのである。
　政府税調の御用学者達は，新しい課税を提起する根拠として「応益負担
論」なる論理をふりかざしているが，その前に，租税の基本原理である
「応能負担」の原則からすれば，儲かっている大企業が，その負担能力に
応じて適切な納税をすることは当然の道理である。
［ 2 ］　中小企業の軽減税率の見直しによる増税策
　資本金 1 億円以下の中小法人には，中小企業の軽減税率が適用され，年
所得800万円以下の部分には15％が適用されているが，これを廃止・縮小
して大法人と同じ25.5％に引き上げ，または，それに近づけようと議論を
している。
　もともとこの軽減税率は，中小企業の租税負担能力への配慮として，法
人税法の本法により基本税率25.5％を19％に切り下げ，さらに租税特別措
置で 4 ％を切り下げて，15％としているものである。この軽減税率を廃
止・縮小することは，負担能力に応じた税率の設定を否定するもので，中
小企業イジメの増幅であり深刻な害悪を生じる。
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［ 3 ］　法人住民税の均等割の増額案による増税策
　地方税である法人住民税は，均等割と法人税額を基準として課される法
人税割からなっている。法人住民税の納税義務者は，都道府県および市町
村に事務所または事業所を有する法人である。課税方式は申告納付方式で
ある。
　課税標準は法人税割について，連結申告法人以外の法人は法人税額，連
結申告法人については個別帰属法人税額である。
　税率は，均等割については，資本金等の額により，道府県民税について
は 2 万～80万円，市町村民税については 5 万～300万円である。法人税割
については，道府県民税が 5 ％，市町村民税が12.3％となっている。 2 つ
以上の道府県・市町村に事務所または事業所を有する法人については，課
税標準を各事業所の従業員数に分割して，それぞれの地方公共団体へ納付
する。
　政府税調は，この法人住民税の均等割をも増税ターゲットにして法人減
税の代替財源として狙っているのである。
3 　赤字決算の中小企業にも外形標準課税を拡大して適用しようとする
増税意見
　地方税である法人事業税においては，2004年度より，資本金 1 億円超の
法人（全法人の 1 ％）を対象として，法人事業税の 4 分の 1 の部分に外形
標準課税が導入されている。この外形標準課税の課税ベースは「付加価値
額」と「資本金等の額」の 2 つである。
　その概要とイメージは〔図表 5 〕にみるようであり，現在の実績は〔図
表 6 〕のようである。
　法人課税の改革において政府税調は，新たな財源獲得を目指して外形標
準課税の適用範囲を拡大して，赤字決算の中小企業にも課税しようとする
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ことを中心に地方法人課税の見直しについて「改革の方向性」を表明して
いる。
　まず，外形標準課税についての考え方を次のように述べている。
　「外形標準課税について，2017年の政府税制調査会では，次のように
答申されている。『外形標準課税は，多数の法人が法人事業税を負担し
ていないという状況の是正を図るとともに，法人所得に対する税負担を
軽減する一方，付加価値等に対して課税するものであり，応益性の観点
から，将来的には外形標準課税の割合や対象法人を拡大していく方向で
検討すべきである』（『抜本的な税制改革に向けた基本的考え方』）」
〔図表 5 〕赤字の中小企業にも課される法人事業税の課税構想
　　　　　─報酬給与・支払利子・支払賃借料が課税対象となる─
資本金 1 億円を超える法人が対象（2012年度では全法人中1.0%（約2.4万社/245万社））
導入前
所得割 所得割
付加価値割
税率 9.6% 税率 7.2%
税額1.6兆円 ※
（地方法人特別税を含む）
導入後（税額は2012年度分）
税率0.48%
税額0.4兆円
税率0.2%
税額0.2兆円
制度創設時の
設計
制度創設時の設計
3：1
２ ： １
※税額は超
過課税分を
含まない。所　得　割
付加価値割
付加価値額
資　本　割
資本金等の額
法人の所得によって課税
法人の付加価値額によって課税
収益配分額
（報酬給与額※＋純支払利子＋純支払賃借料）
単年度損益
※雇用安定控除（収益配分額の 7 割を超える報酬給与額を控除）有り
× 0.48％
× 0．2％資本金又は
出資金の額
＋
＋
資本金の額又は出資金の額以
外の金額の増減額
法人の資本金等の額によって課税（1千億円超部分の割り落とし、持株会社の特例有り）
資本割
＝
＝
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　これを受けて，政府税調は，地方法人課税の見直しについて，次の意見
を提示している。
⑴ 　この方向に沿って，現在の付加価値割の比重を高め，法人所得に対す
る税負担を軽減していくことが望ましい。あわせて，事業活動規模をよ
り適切に反映し，税の簡素化を図る観点から，資本割を付加価値に振り
替えることが望ましい。
⑵ 　また，外形標準課税が全法人の 1 ％未満である資本金 1 億円超の企業
のみを対象にすることは，行政サービスの受益者が広くその費用を負担
するという地方税の趣旨に反するため，外形標準課税の趣旨に沿って資
本金 1 億円以下の法人についても付加価値割を導入すべきとの意見が多
く出された。
⑶ 　このため，法人事業税における付加価値割の拡大，対象法人の拡大を
〔図表 6 〕現在の外形標準課税の実績（2012年度）
　　　　　─資本金 1 億円超の法人に課税されている状況─
　（注）1 ．法人数は2012年 2 月 1 日から2013年 1 月31日までの間に決算を行った普通法人に
ついての計数であり，「2010年度道府県税の課税状況等に関する調べ」による。なお，
全法人数に収入金額課税法人（2,220社）は含まれていない。
　 　 　 2 ．税額は，2012年度の外形標準課税対象法人（2,419社）の調定額を集計した値であ
り，超過課税分を含む。また所得割は地方法人特別税（9,563億円）を含む。
所得割 付加価値割
1兆6，532億円
（71.7%）
4，261億円
（18.5%）
2，258億円
（9.8％）
資本割
所得基準：外形基準
71.7%：28.3%
全法人数 約245万社
外形対象法人
約2.4万社
1.0%
資本金1億円超
1.1万社
0.5%
資本金1億円超
1.3万社
0.5%
資本金 1 億円超資本金 1 億円以下
資本金 1 億円以下
69.5万社 28.3%
資本金 1 億円以下
173.4万社
70.7%
対象法人数
（外形対象外）
（外形対象外）
欠損法人
利益法人
税　額
※地方法人特別
　税（9.563 億円）
　を含む。
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行うべきである。その際は，創業会社や中小法人への配慮などを検討す
べきである。
⑷ 　現在，資本金等の額と従業者数に基づいた区分に応じ課税されている
法人住民税均等割についても増額し，法人所得に対する税負担を軽減す
ることが望ましい。また，資本金等の額や従業者数は，いずれも企業規
模をみる指標としては意味が薄れている。このため，法人住民税均等割
の増額について，新たな指標の作成や区分の再検討を含めて検討すべき
である。
⑸ 　また，行政サービスの受益を広く負担し合う地方税の趣旨に鑑みれ
ば，法人所得に過度に依存することなく，住民税や固定資産税等のあり
方も含めて検討していくことが必要である。
Ⅵ　巨大企業に集中的に適用されている傾斜政策減税
──優遇税制の恩恵が特定巨大企業に偏在──
1 　巨大企業の税負担を著しく軽くしている租税特別措置による政策減
税の実像
　特権的優遇税制化している租税特別措置とは何か，その理念としての建
前と醜悪化している現実については，本誌前号（第56巻第 3 ・ 4 号）でとり
あげ，法人税関係の租税特別措置の類型と態様，初めて明らかにされた政
策減税の適用実態調査結果についてはマクロ的分析ではあるが種類ごとの
適用減税相当額の状況，政策減税の適用により失われた歳入欠落の状況，
資本金階級別の適用状況等に関し明らかにしてきた。
　しかし，政策減税の適用状況を個別の企業についてミクロ的分析ができ
れば，租税特別措置による政策減税の実相が一段と明確にされ，この措置
がもっている税制の公平原理を破壊している「凄まじい」不公正の実態を
世間に明らかにすることができると考えた。
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2 　研究開発税制の仕組みと適用状況
　法人税関係の租税特別措置は，11の種類に大別され，88の数に及ぶ個別
措置があるが，そのうち代表的な措置である，研究開発投資を促すための
税制上の対応である，いわゆる研究開発税制といわれる「試験研究を行っ
た場合の法人税額の特別控除」制度をとりあげ，その調査分析を試みた。
　まず，試験研究費の税額控除制度は，次のとおりである。
⑴ 　試験研究費の総額の 8 ～10％（特別試験研究費の額については12％）の税
額控除（当初の法人税額の20％を限度）ができる。
⑵ 　中小企業者等の試験研究費の額については，上記⑴の適用に代えて，
その総額の12％の税額控除（当時の法人税額の20％を限度）ができる。
⑶ 　2008年 4 月 1 日から2014年 3 月31日までの間に開始する各事業年度に
ついては，別に前記⑴または⑵に追加して，次のいずれかの選択適用
（当期の法人税額の10％を限度）ができる。
　①　試験研究費の増加額に係る税額控除
　②　平均売上金額の10％を超える試験研究費の額に係る税額控除
3 　業種別区分による政策減税の適用状況
　企業への傾斜的減税である政策減税は，その特徴として特定の業種，さ
らに特定の企業に集中している。
　租税特別措置のうち，適用減税相当額の最も大きな種別が税額控除であ
り，そのうち目立っている個別措置の項目は，いわゆる研究開発税制であ
る「試験研究を行った場合の法人税額の特別控除」である。
　この試験研究を行った場合の法人税額の特別控除の2012年度の適用件数
は 1 万1,177件で，適用総額は，3,952億円である。このうち「試験研究費
の総額に係る税額控除」の適用件数は，3,297件で，適用金額が3,017億円
で，圧倒的な大きさを占めている。
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　問題なのは，その主な適用業種と適用企業の実態である。主な適用業種
は，化学工業が23.7％，輸送用機械器具製造業が18.6％，機械製造業が
12.2％である。適用企業は，上位10社の適用額が980億円で32.5％と一部の
特定企業に集中していることは注目に値する。
　次に，「繰越税額控除超過額に係る税額控除」は，適用件数は355件で，
適用金額が440億円であるが，主な適用業種は，輸送用機械器具製造業が
49.7％，化学工業が21.7％，機械製造業が7.4％である。適用企業は，上位
10社の適用額が264億円で60.0％を占めている。
　さらに，「平均売上金額の10％を超える試験研究費の額に係る税額控除」
の適用件数は，131件，適用金額は93億円であるが，主な適用業種は，化
学工業が70.2％，その他製造業が26.2％，輸送用機械器具製造業が2.2％で
あり，上位10社の適用額が88億円で94.6％を占めている。
　このようにして，租税特別措置による政策減税は，一部の特定業種で，
しかも上位10社の占拠率にみるように極めて限定された特定の一部企業に
集中していることが歴然たる事実として明確に露呈している。
4 　あまりに酷いので「禁じ手」まで冒し敢えて個別企業の実名で公表
　個別企業の税務情報は，その性質から企業としては機密事項であり，外
部からその状況を探究することは困難なことであり慎重でなければならな
いことは認識している。
　税制研究においても抽象的な理論研究においては，研究者が独自の所説
を展開することは，その論拠を明示するものである限り，容認されること
であると考える。
　これに対し，税務情報についての検証研究（私は，この研究分野を「税務
検証論」〔理論税務会計学に対する検証税務会計学〕と呼称している）において
は，客観的なデータ分析を正確に行うことは当然の責務でなければならな
混迷を深める法人税の検証（富岡）　285
い。特に，個別企業についての固有な税務情報や経営情報の調査分析の結
果の公開については当該企業の社会的名誉にもかかわることであり，一段
と慎重でなければならないものと考えている。
　しかし，法人税改革が重大な段階に進行しつつあり，危険な事態が発生
することが想定される非常事態に直面していることに鑑み，大胆ないくつ
かの仮定を設けての推測を含めた試算ではあるが，それにより判明したこ
とが，あまりにも酷い実態なので敢えて現時点の研究成果を公表すること
にした。
5 　最高 1 社だけで1,342億円， 7 社が100億円以上もの巨額の政策減税
の恩典を享受
　法人税関係の租税特別措置による政策減税は，2012年度の適用件数は
132万3,369件で，適用額は 6 兆1,117億8,899万円，その減税相当額は 1 兆
3,218億823万円である。
　問題は，その減税相当額合計の47.72％に相当する6,307億8,864万円が資
本金100億円超の巨大企業の適用法人数703社により利用されている。した
がって， 1 社当たりの減税相当額は 8 億9,728万円となる。
　ところが，個別企業ごとの試験研究費の税額控除額の試算の結果は，驚
くべきことに， 1 社で1,342億円（トヨタ自動車）の減税を獲得しているこ
とが判明し，次いで402億円（日産自動車），240億円（武田薬品工業），212億
円（デンソー），187億円（キヤノン），181億円（日本電信電話），111億円（東
海旅客鉄道）が明らかになった。
　この優遇税制による減税の恩恵が 1 社で100億円以上の企業について，
その減税相当額と納付法人税額の全額ともに，税額控除額の納付税額に対
する割合をグラフで示すと〔図表 7 〕のようである。
　さらに，研究開発税制である試験研究費の税額控除額の適用の多い企業
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〔図表 7 〕研究開発税制による減税額が100億円以上の企業
　　　　　─各社とも驚くほどの巨額の恩恵を受けている─
納付法人税等と
減税相当額
億円
7,000
6,000
5,000
4,000
3,000
2,000
1,000
0
40%
30
20
10
0
控除税額の
納付法人税に
対する割合
試験研究費の
税額控除額
トヨタ
自動車
日本電
信電話
日産
自動車
東海旅
客鉄道 キヤノン デンソー
武田薬
品工業
1,342 181 402 111 187 212 240
879
639
994
781
1,100
912
1,3021,319
1,722
1,4138.54
20.55
4,831
5,012
27.27
6,263
4,921
3.75
30.48
37.62
27.18
　（注）1 ．「試験研究費の税額控除額」の適用が100億円以上の 7 社について，「試験研究費
の税額控除額」と「法人税等の納付額」との合計額の多い順に「棒グラフ」で表示
している。
　　　　⑴　上段　　　：試験研究費の税額控除額（億円）
　　　　⑵　下段　　　：法人税等の納付額（億円）
　　　 2 ．「試験研究費の税額控除額」の「法人税等の納付額」に対する割合（%）を「折れ
線グラフ」で表示している。
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のリストについて，関係資料とともに示すと〔図表 8 〕のようである。
6 　政策減税の是正をめぐる政府関係機関と経団連の利害の乖離
　安倍政権は来年度から数年で現在の地方税を含めた法人税の法定税率
34.62％を数年で20％台に引き下げる方針であるとしている。ただ税率を
1 ％下げると4,700億円の税収減となる。財務省は「恒久減税には恒久財
源が不可欠」との立場であるが，確定的な財源メニューは未決着のままで
苦悩している。
　租税特別措置は，一度創設されると長期にわたって存続するという弊害
があるので，その必要性や効果を常にゼロベースで見直しを行うことが必
要であるとし，政府関係機関では徹底的な整理縮小が必要であると検討さ
れている。
　これに対し経団連は，政策減税の縮小・廃止について「国際競争上不可
欠なものは維持・拡充・恒久化すること」を提言し，代替財源確保をめぐ
る政府と経済界の温度差が改めて浮き彫りになっている形である。
7 　租税特別措置の政策減税による大企業優遇税制の是正の可否は民主
政治の試金石
　政策減税は研究開発税制だけについてみても前述のように特定の業界や
特定の企業に集中し，しかもそのスケールも大きく，巨大な不公正税制の
伏魔殿となっており，その根本的是正による縮小・廃止が急務であること
は明らかである。政府は企業献金への関与を再開し，献金増額の呼びかけ
までする経団連による理不尽な圧力に屈してはならないのである。
　消費税の増税の苦痛に耐えている国民からみても，このような巨大な不
公正による欠陥が是正できるかどうかが，政府が国民から信頼される試金
石になっているのである。
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　（
注
）
1
 ．「
法
定
税
率
と
税
効
果
会
計
適
用
後
の
法
人
税
等
負
担
率
の
差
異
」
は
，
有
価
証
券
報
告
書
に
お
け
る
「
法
人
税
等
」
に
つ
い
て
，
税
効
果
会
計
適
用
後
の
法
人
税
負
担
率
と
法
定
税
率
と
の
差
異
を
項
目
別
に
，「
税
引
前
純
利
益
」
と
の
割
合
（
％
）
に
よ
り
，
ま
た
は
，
差
異
（
金
額
）
で
表
示
す
る
2
つ
の
方
法
が
あ
る
。
　
　
　
　
　
本
表
は
，「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
の
適
用
金
額
の
大
き
な
企
業
の
順
に
配
列
し
て
い
る
。
 
 
 
2
 ．
各
社
に
お
け
る
「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
の
金
額
は
，「
税
引
前
純
利
益
」
に
「
法
定
税
率
と
税
効
果
会
計
適
用
後
の
法
人
税
等
負
担
率
の
差
異
」（
％
）
を
乗
じ
て
試
算
し
て
い
る
。
 
 
 
3
 ．「
納
付
法
人
税
率
」
と
は
，「
法
人
税
，
住
民
税
及
び
事
業
税
」
ま
た
は
「
当
期
税
金
費
用
」
等
と
し
て
有
価
証
券
報
告
書
に
表
示
さ
れ
て
い
る
法
人
税
等
の
納
付
額
（
過
年
度
法
人
税
等
を
含
み
）
で
あ
り
，「
法
人
税
等
調
整
額
」
や
「
繰
延
税
金
費
用
」
を
含
ん
で
い
な
い
。
 
 
 
4
 ．
第
一
三
共
と
富
士
重
工
業
の
2
社
は
20
14
年
3
月
期
に
お
い
て
，
ま
た
，
ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
は
20
13
年
12
月
期
に
お
い
て
，「
法
定
税
率
と
税
効
果
会
計
適
用
後
の
法
人
税
等
負
担
率
の
差
異
」
が
，
法
定
税
率
の
5
％
以
下
で
あ
っ
た
た
め
，
注
記
が
省
略
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
た
め
，
そ
れ
ぞ
れ
前
事
業
年
度
（
20
13
年
3
月
期
お
よ
び
20
12
年
12
月
期
）
の
資
料
に
基
づ
き
作
表
し
て
い
る
。
 
 
 
5
 ．
ト
ヨ
タ
自
動
車
は
，（
単
体
）
損
益
計
算
書
に
お
い
て
「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
と
「
外
国
税
控
除
」
と
を
区
分
表
示
し
て
い
る
が
，
連
結
損
益
計
算
書
に
お
い
て
は
，
2
つ
の
税
額
控
除
額
を
合
算
し
「
控
除
税
額
」
と
表
示
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
，「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
が
明
記
さ
れ
て
い
る
（
単
体
）
損
益
計
算
書
の
数
値
に
基
づ
い
て
作
表
す
る
こ
と
と
し
た
。
 
 
 
6
      ．「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
の
代
わ
り
に
「
控
除
税
額
」
ま
た
は
，「
法
人
税
の
特
別
控
除
額
」
と
表
示
し
て
い
る
会
社
は
，
次
の
9
社
で
あ
っ
た
。
　
　
　
　
 　
日
産
自
動
車
，
い
す
ゞ
自
動
車
，
村
田
製
作
所
，
ス
ズ
キ
，
日
野
自
動
車
，
塩
野
義
製
薬
，
ダ
イ
ハ
ツ
工
業
，
東
芝
，
富
士
重
工
業
。
こ
れ
ら
の
会
社
の
「
控
除
税
額
」
に
は
，「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
の
他
に
，「
外
国
税
額
控
除
」
等
が
含
ま
れ
て
い
る
可
能
性
が
高
い
と
推
察
さ
れ
る
の
で
，
社
名
の
下
に
（
外
国
税
額
控
除
を
含
む
）
と
表
示
し
て
い
る
。
 
 
 
7
 ．
東
芝
は
，「
法
定
税
率
と
税
効
果
会
計
適
用
後
の
法
人
税
負
担
率
の
差
異
」
を
％
で
は
な
く
，
金
額
で
表
示
し
て
い
る
。
 
 
 
8
 ．「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
の
金
額
は
，
百
万
円
未
満
を
切
り
捨
て
，「
控
除
税
額
の
納
付
法
人
税
等
に
対
す
る
割
合
（
％
）」
は
，
小
数
第
2
位
未
満
を
切
り
捨
て
て
い
る
。
 
 
 
 9
．
キ
ヤ
ノ
ン
は
，「
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
額
」
に
代
え
て
，「
試
験
研
究
費
の
税
務
上
の
恩
恵
」
を
表
示
し
て
い
る
。
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Ⅶ　課税上優遇されている受取配当金収益の多い企業
──見逃され失われている巨額の財源──
1 　巨額な受取配当金収益が課税対象から除外され，巨大な財源が喪失
　課税所得を減らし企業の税負担を著しく軽減している「最たる例」とし
て，受取配当金の益金不算入制度の存在が挙げられる。これは，目下の法
人税改革の最大のテーマの 1 つである。
　内国法人が受ける剰余金の配当等のうち，一般株式等に係る配当等の
50％相当と，連結法人株式等および関係法人株式等（株式保有割合25％以
上）に係る配当等の全額が，法人の課税所得の計算上，納税申告書におい
ては減税調整することができ，「益金不算入」として課税除外（非課税）と
されている。
2 　課税上優遇されている受取配当収益の多い企業リストの公表
　企業経営では収益であるが，その多くは課税対象になっていない「受取
配当金」について「税引前純利益」と対比しつつ，2008年 3 月期以後， 7
事業年度にわたって調査した。
　 7 事業年度間の受取配当金の合計額が，1,000億円以上の企業について
総括的に表示したのが〔図表 9 〕である。
　受取配当金収入が 3 兆円を超える企業が 2 社， 2 兆円を超える企業が 3
社， 1 兆円を超える企業が 9 社に及んでいる。また，5,000万円を超える
企業が 7 社，4,000万円を超える企業が 6 社，3,000万円を超える企業が 7 社，
2,000万円を超える企業が 9 社，1,000万円を超える企業28社となっている。
3 　受取配当金収益の多い企業の調査分析の基礎資料
　これら調査分析の基礎資料として，受取配当金収益の多い会社の期別一
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〔図表 9 〕受取配当金収益の多い会社（ 7 期分合計）総括表
　　　　　─企業経営では収益だが，その多くは課税の対象になっていない─
NO 社　　　名
企業種別の区分
決算月
2008.3～2014.3月期の 7 期の通算
受取配当金
（百万円）
税引前純利益
（百万円）
受取配当金　
構成比（％）
1 第 一 生 命 保 険 事 3 3,965,957 868,028 456.89
2 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 事 3 3,245,903 4,228,219 76.76
3 ト ヨ タ 自 動 車 事 3 2,881,240 4,356,821 66.13
4 三 菱 商 事 事 3 2,545,395 2,087,304 121.94
5 三 菱 U F J FG 持 3 2,231,567 1,833,855 121.68
6 三 井 物 産 事 3 1,992,297 1,024,323 194.49
7 み ず ほ 銀 行 事 3 1,983,628 1,618,249 122.57
8 三 井 住 友 銀 行 事 3 1,893,373 3,882,704 48.76
9 み ず ほ FG 持 3 1,733,630 1,750,241 99.05
10 日 本 電 信 電 話 持 3 1,697,840 1,651,397 102.81
11 本 田 技 研 工 業 事 3 1,389,251 1,259,830 110.27
12 日 産 自 動 車 事 3 1,300,049 1,087,156 119.58
13 三 井 住 友 FG 持 3 1,070,973 941,689 113.72
14 伊 藤 忠 商 事 事 3 1,000,335 818,850 122.16
15 東 　 芝 事 3 767,346 －21,426 －3,581.37
16 日 立 製 作 所 事 3 756,642 98,664 766.88
17 パ ナ ソ ニ ッ ク 事 3 726,064 －1,064,076 －68.23
18 野 村 HD 持 3 710,216 －200,360 －354.42
19 住 友 商 事 事 3 691,406 558,090 123.88
20 丸 　 紅 事 3 684,215 356,939 191.68
21 セ ブ ン ＆ ア イ HD 持 2 550,088 452,180 121.65
22 ソ フ ト バ ン ク 持 3 489,064 397,284 123.10
23 東 京 海 上 HD 持 3 479,738 386,337 124.17
24 キ リ ン HD 持 12 464,196 448,167 103.57
25 N T T ド コ モ 事 3 424,515 6,906,600 6.14
26 武 田 薬 品 工 業 事 3 423,913 1,888,762 22.44
27 J F E HD 持 3 405,331 400,981 101.08
覧表が〔図表10〕で，さらに，受取配当金と税引前純利益の期別内訳を示
したものが〔図表11〕である。
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28 三 菱 電 機 事 3 366,154 340,072 107.66
29 三井住友トラスト HD 持 3 341,160 296,633 115.01
30 国 際 石 油 開 発 帝 石 事 3 338,609 1,571,589 21.54
31 ソ ニ ー 事 3 324,060 48,336 670.43
32 デ ン ソ ー 事 3 309,970 826,641 37.49
33 豊 田 通 商 事 3 305,657 177,173 172.51
34 新 日 鐵 住 金 事 3 305,140 579,264 52.67
35 オ リ ッ ク ス 事 3 299,275 283,682 105.49
36 ファーストリテイリング 持 8 296,926 283,031 104.90
37 京 セ ラ 事 3 245,621 415,982 59.04
38 旭 化 成 持 3 233,442 163,065 143.15
39 H O Y A 事 3 230,553 348,465 66.16
40 小 松 製 作 所 事 3 227,192 555,949 40.86
41 住 友 化 学 事 3 224,380 －48,708 －460.66
42 三 菱 マ テ リ ア ル 事 3 213,807 173,088 123.52
43 住 友 金 属 鉱 山 事 3 204,144 486,842 41.93
44 住 友 電 気 工 業 事 3 198,557 158,922 124.93
45 豊 田 自 動 織 機 事 3 198,410 341,969 58.01
46 第 一 三 共 事 3 183,852 146,077 125.85
47 ダ イ キ ン 工 業 事 3 183,830 163,262 112.59
48 三 菱 自 動 車 事 3 183,826 55,618 330.51
49 イ オ ン 持 2 178,903 159,923 111.86
50 神 戸 製 鋼 所 事 3 172,710 103,194 167.36
51 帝 人 事 3 164,021 －19,814 －827.80
52 ア イ シ ン 精 機 事 3 159,815 231,934 68.90
53 日 本 郵 船 事 3 159,055 148,193 107.32
54 三 井 不 動 産 事 3 155,224 451,818 34.35
55 三 井 化 学 事 3 154,357 －51,538 －299.50
56 ア ス テ ラ ス 製 薬 事 3 149,630 846,324 17.67
57 サ ン ト リ ー HD 持 12 146,954 236,248 62.20
58 マ ツ ダ 事 3 139,264 27,161 512.73
59 味 の 素 事 3 136,977 117,954 116.12
60 三 菱 瓦 斯 化 学 事 3 132,802 71,880 184.75
61 ブ リ ヂ ス ト ン 事 12 130,259 594,889 21.89
62 三 菱 ケ ミ カ ル HD 持 3 128,781 156,680 82.19
63 J X HD 持 3 123,333 201,433 61.22
64 旭 硝 子 事 12 122,525 286,516 42.76
65 阪 急 阪 神 HD 持 3 117,068 71,245 164.31
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　（注）1 ．内国法人が受ける剰余金の配当等のうち，一般株式等に係る配当等の50％相当と，
連結法人株式等及び関係法人株式等（株式保有割合25％以上）に係る配当等の全額
100％は，法人税も課税所得の計算上，納税申告書において減額調整することがで
きて「益金不算入」として課税除外（非課税）とされている。
　 　 　 2 ．2001年の改正商法の規定を承継した会社法が2006年に施行されてから大企業の配
当性向が急速に上昇しており，株主法人が受け入れる受取配当額が著しく増大し，
このため巨額な受取配当収益が課税除外となっている。
　 　 　 3 ．次の会社の受取配当金は「有価証券利息配当金」である。
　　　　　第一生命保険，三菱東京 UFJ 銀行，みずほ銀行，三井住友銀行
　 　 　 4 ．みずほコーポレート銀行は，2013年 7 月，みずほ銀行を吸収合併し，みずほ銀行
に改称している。このため，2008年～2013年 3 月期までの間，みずほコーポレート
銀行として表示されていた数値を「みずほ銀行」として表示している。
　 　 　 5 ．受取配当金の表示の変更
　　　　①　営業外収益「受取配当金」を「受取利息及び配当金」に，2013年 3 月期から変
更した会社：みずほ FG，日立製作所，パナソニック，武田薬品工業，三菱電機，
ソニー，デンソー，新日鐵住金，京セラ，旭化成，小松製作所，住友化学，住友
電気工業，豊田自動織機，三菱自動車，神戸製作所，アイシン精機，三井化学，
アステラス製薬，三菱瓦斯化学，阪神阪急 HD，村田製作所，東レ，トヨタ紡織
　　　　②　営業外収益の内訳（受取配当金）の表示を2013年 3 月期より省略した会社：野
村 HD
　 　 　 6 ．過去 7 事業年度分には， 2 月期， 8 月期，12月期決算会社が含まれている。
　　　　①　 2 月決算会社　セブン＆アイ HD，イオン
　　　　②　 8 月決算会社　ファーストリテイリング
　　　　③　12月決算会社　キリン HD，サントリー HD，ブリヂストン，旭硝子，キヤノン
　 　 　 7 ．JXHD は，2010年 4 月，新日本石油と新日鉱 HD の 2 社が株式移転により設立し
たため，2011年～2014年 3 月期の 4 事業年度である。
　 　 　 8 ．調査対象法人の選定基準
　　　　　過去 7 事業年度における受取配当金が，1,000億円以上の企業につき試算し，受取
配当金額の多い順に配列している。
　　　 9 ．「受取配当金構成比（％）」
　　　　　「受取配当金」の「税引前純利益」に対する割合を表示した。「受取配当金」が「税
引前純利益」より多い会社が，71社中47社（66.19％）に達している。
　　　10．「受取配当金構成比（％）」の小数第 2 位未満を切り捨てて表示している。
（出所）　2008～2014年 3 月期までの 7 事業年度にわたり，有価証券報告書の単体損益計算書
に計上している「受取配当金」「税引前純利益」から作表している。
　　　　第一生命保険の2008年 3 月期の数値は，同社のホームページに掲載されている損益
計算書の数値を基に作表している。
66 村 田 製 作 所 事 3 114,293 218,611 52.28
67 日 立 建 機 事 3 112,428 47,427 237.05
68 東 レ 事 3 110,085 42,625 258.26
69 キ ヤ ノ ン 事 12 109,999 1,946,514 5.65
70 大 日 本 印 刷 事 3 106,977 71,283 150.07
71 ト ヨ タ 紡 織 事 3 102,016 71,819 142.04
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〔図表10〕受取配当金収益の多い会社（ 7 期分）期別一覧表
　　　　　─企業経営では収益だが，その多くは課税の対象になっていない─
（百万円）
NO 社　　名 月 2008.3 2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3 2014.3 合計
1 第 一 生 命 保 険 3 651,127 557,911 533,908 529,413 531,101 541,982 620,515 3,965,957
2 三菱東京 UFJ銀行 3 629,512 474,011 387,349 433,249 450,980 454,929 415,873 3,245,903
3 ト ヨ タ 自 動 車 3 375,554 388,925 242,562 331,293 475,206 511,139 556,561 2,881,240
4 三 菱 商 事 3 278,721 278,497 376,967 349,697 391,413 412,130 457,970 2,545,395
5 三 菱 UFJFG 3 507,456 284,343 280,891 412,625 270,930 220,034 255,288 2,231,567
6 三 井 物 産 3 272,308 158,665 198,154 313,851 394,930 289,617 364,772 1,992,297
7 み ず ほ 銀 行 3 467,918 333,815 270,627 225,973 214,666 195,704 274,925 1,983,628
8 三 井 住 友 銀 行 3 322,287 293,992 229,411 240,380 226,631 245,917 334,755 1,893,373
9 み ず ほ FG 3 770,832 410,517 3,847 17,139 9,327 234,667 287,301 1,733,630
10 日 本 電 信 電 話 3 213,202 199,050 217,852 235,720 261,182 282,679 288,155 1,697,840
11 本 田 技 研 工 業 3 186,484 129,561 305,150 196,214 182,182 150,492 233,168 1,389,251
12 日 産 自 動 車 3 159,516 350,827 422,805 68,705 20,506 20,496 257,194 1,300,049
13 三 井 住 友 FG 3 89,693 117,051 118,818 206,865 166,272 165,441 206,833 1,070,973
14 伊 藤 忠 商 事 3 117,312 121,522 141,053 134,464 149,230 153,660 183,094 1,000,335
15 東 芝 3 101,621 338,218 34,401 101,043 49,858 48,584 93,621 767,346
16 日 立 製 作 所 3 72,265 274,791 85,950 110,095 54,930 59,658 98,953 756,642
17 パ ナ ソ ニ ッ ク 3 75,316 191,924 80,023 50,560 57,059 105,926 157,256 726,064
18 野 村 HD 3 231,170 145,899 29,406 13,434 54,689 56,508 179,020 710,126
19 住 友 商 事 3 49,577 65,803 71,517 72,827 117,780 139,721 174,101 691,406
20 丸 紅 3 69,842 80,687 79,591 60,576 104,301 116,382 172,836 684,215
21 セブン＆アイ HD 2 51,669 55,588 140,905 63,918 71,816 82,876 83,316 550,088
22 ソ フ ト バ ン ク 3 2,616 2,790 3,218 23,423 37,304 116,621 303,092 489,064
23 東 京 海 上 HD 3 69,400 130,053 25,617 120,892 77,872 42,798 13,106 479,738
24 キ リ ン HD 12 20,068 59,071 92,234 56,674 106,098 74,801 55,250 464,196
25 NTT ド コ モ 3 198,421 19,132 21,630 24,817 79,653 47,139 33,723 424,515
26 武 田 薬 品 工 業 3 10,161 13,951 12,044 8,939 272,528 6,905 99,385 423,913
27 J F E HD 3 290,066 100,082 108 8,143 － 3,723 3,209 405,331
28 三 菱 電 機 3 43,475 47,848 79,148 39,523 45,005 54,283 56,872 366,154
29 三井住友トラストHD 3 184,405 14,349 10,043 17,112 33,738 51,963 29,550 341,160
30 国際石油開発帝石 3 15,624 37,992 32,682 69,665 57,343 69,276 56,027 338,609
31 ソ ニ ー 3 115,285 30,573 6,835 5,803 7,124 89,392 69,048 324,060
32 デ ン ソ ー 3 31,428 38,810 37,247 46,563 51,124 50,956 53,842 309,970
33 豊 田 通 商 3 38,664 44,726 35,532 38,503 41,754 45,340 61,138 305,657
34 新 日 鐵 住 金 3 25,178 30,774 21,813 61,478 54,152 51,891 59,854 305,140
35 オ リ ッ ク ス 3 62,602 65,325 67,758 29,534 37,004 14,479 22,573 299,275
36 ファーストリテイリング 8 39,634 35,710 407 61,558 50,092 50,468 59,057 296,926
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37 京 セ ラ 3 32,071 30,357 27,531 37,066 42,046 32,734 43,816 245,621
38 旭 化 成 3 44,686 26,314 11,638 23,735 54,601 28,071 44,397 233,442
39 H O Y A 3 6,903 5,059 128,525 34,724 13,768 11,780 29,794 230,553
40 小 松 製 作 所 3 18,410 19,237 29,511 12,159 37,200 40,593 70,082 227,192
41 住 友 化 学 3 31,173 35,074 35,146 25,766 33,895 30,540 32,786 224,380
42 三菱マテリアル 3 31,547 41,745 21,007 29,935 23,702 43,925 21,946 213,807
43 住 友 金 属 鉱 山 3 47,666 19,367 11,360 28,552 38,017 27,597 31,585 204,144
44 住 友 電 気 工 業 3 32,474 29,781 19,849 29,778 25,684 27,322 33,669 198,557
45 豊 田 自 動 織 機 3 37,142 40,797 16,276 16,352 19,541 23,635 44,667 198,410
46 第 一 三 共 3 19,598 4,622 59,973 9,499 35,126 23,954 31,080 183,852
47 ダ イ キ ン 工 業 3 8,855 11,321 34,450 43,840 36,042 23,688 25,634 183,830
48 三 菱 自 動 車 3 12,524 4,960 13,019 15,187 22,554 59,231 56,351 183,826
49 イ オ ン 2 19,734 26,218 18,246 28,536 31,786 23,514 30,869 178,903
50 神 戸 製 鋼 所 3 20,138 23,314 17,661 14,823 15,413 47,643 33,718 172,710
51 帝 人 3 14,916 16,010 20,502 34,082 31,183 35,029 12,299 164,021
52 ア イ シ ン 精 機 3 18,359 30,130 11,090 22,185 24,710 27,063 26,278 159,815
53 日 本 郵 船 3 18,540 57,726 10,419 10,165 21,678 15,562 24,965 159,055
54 三 井 不 動 産 3 25,896 28,759 20,840 17,037 16,946 17,143 28,603 155,224
55 三 井 化 学 3 14,883 16,021 7,042 23,366 34,898 16,932 41,215 154,357
56 アステラス製薬 3 15,428 5,868 1,557 2,287 1,763 65,589 57,138 149,630
57 サントリー HD 12 17,102 16,364 438 28,974 24,259 27,322 32,495 146,954
58 マ ツ ダ 3 17,091 7,831 11,175 62,193 1,521 1,264 38,189 139,264
59 味 の 素 3 6,505 9,646 8,171 19,136 22,224 47,026 24,269 136,977
60 三 菱 瓦 斯 化 学 3 23,109 19,751 12,256 11,763 22,370 21,470 22,083 132,802
61 ブ リ ヂ ス ト ン 12 19,292 24,588 13,116 18,057 16,152 14,748 24,306 130,259
62 三菱ケミカル HD 3 23,622 14,604 12,566 12,226 24,433 19,148 22,182 128,781
63 J X HD 3 2,287 30,167 45,029 45,850 123,333
64 旭 硝 子 12 12,536 12,873 12,256 12,098 27,966 18,923 25,873 122,525
65 阪 急 阪 神 HD 3 11,574 10,786 13,022 18,383 8,152 25,960 29,191 117,068
66 村 田 製 作 所 3 18,354 15,046 8,921 8,767 14,472 20,746 27,987 114,293
67 日 立 建 機 3 15,435 15,916 9,275 8,997 13,875 20,297 28,633 112,428
68 東 レ 3 16,368 14,492 12,233 10,198 11,683 17,043 28,068 110,085
69 キ ヤ ノ ン 12 16,816 13,512 15,522 19,737 15,234 10,683 18,495 109,999
70 大 日 本 印 刷 3 8,184 21,230 23,101 10,190 9,933 18,014 16,245 106,977
71 ト ヨ タ 紡 織 3 7,560 14,048 16,106 17,918 19,693 12,321 14,370 102,016
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〔図表11〕受取配当金収益と税引前純利益の期別内訳表
〔①〕受取配当金が 2 兆円以上の企業
NO 社　　　名 決算期 受取配当金
（百万円）
税引前純利益
（百万円）
受取配当金
構成比（％）
1 第 一 生 命 保 険
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
651,127
557,911
533,908
529,413
531,101
541,982
620,515
171,795
219,731
77,439
28,675
146,391
73,182
150,815
計 3,965,957 868,028 456.89
2 三 菱 東 京 UFJ銀 行
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
629,512
474,011
387,349
433,249
450,980
454,929
415,873
687,054
－195,193
460,108
674,411
739,552
877,468
984,789
計 3,245,903 4,228,219 76.76
3 ト ヨ タ 自 動 車
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
375,554
388,925
242,562
331,293
475,206
511,139
556,561
1,580,626
182,594
－77,120
－47,012
23,098
856,185
1,838,450
計 2,881,240 4,356,821 66.13
4 三 菱 商 事
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
278,721
278,497
376,967
349,697
391,413
412,130
457,970
272,490
112,700
242,880
295,491
361,110
328,467
474,166
計 2,545,395 2,087,304 121.94
5 三 菱 U F J FG
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
507,456
284,343
280,891
412,625
270,930
220,034
255,288
412,061
276,084
118,653
371,704
240,101
188,699
226,553
計 2,231,567 1,833,855 121.68
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〔②〕受取配当金が 1 兆円～ 2 兆円未満の企業（A）
NO 社　　　名 決算期 受取配当金
（百万円）
税引前純利益
（百万円）
受取配当金
構成比（％）
6 三 井 物 産
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
272,308
158,665
198,154
313,851
394,930
289,617
364,772
251,059
－95,150
49,265
235,002
257,317
108,808
218,022
計 1,992,297 1,024,323 194.49
7
み ず ほ 銀 行
（旧，みずほコーポレート銀行）
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
467,918
333,815
270,627
225,973
214,666
195,704
274,925
－10,145
－220,302
208,964
378,537
350,251
257,773
653,171
計 1,983,628 1,618,249 122.57
8 三 井 住 友 銀 行
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
322,287
293,992
229,411
240,380
226,631
245,917
334,755
507,454
27,786
454,750
588,839
691,992
665,400
946,483
計 1,893,373 3,882,704 48.76
9 み ず ほ FG
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
770,832
410,517
3,847
17,139
9,327
234,667
287,301
810,882
378,695
3,296
18,575
10,407
241,897
286,489
計 1,766,630 1,750,241 99.05
10 日 本 電 信 電 話
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
213,202
199,050
217,852
235,720
261,182
282,679
288,155
210,777
191,697
215,534
226,853
259,316
269,898
277,322
計 1,697,840 1,651,397 102.81
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11 本 田 技 研 工 業
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
186,484
129,561
305,150
196,214
182,182
156,492
233,168
353,385
－80,003
238,680
172,413
42,422
194,750
338,183
計 1,389,251 1,259,830 110.27
12 日 産 自 動 車
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
159,516
350,827
422,805
68,705
20,506
20,496
257,194
304,253
14,804
295,908
－30,037
－75,926
112,490
465,664
計 1,300,049 1,087,156 119.58
13 三 井 住 友 FG
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
89,693
117,051
118,818
206,865
166,272
165,441
206,833
89,063
102,309
71,846
191,543
149,922
147,985
189,021
計 1,070,973 941,689 113.72
14 伊 藤 忠 商 事
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
117,312
121,522
141,053
134,464
149,230
153,660
183,094
108,655
48,434
87,035
89,482
145,300
143,709
196,235
計 1,000,336 818,850 122.16
〔③〕受取配当金が5,000億円～ 1 兆円未満の企業
NO 社　　　名 決算期 受取配当金
（百万円）
税引前純利益
（百万円）
受取配当金
構成比（％）
15 東 芝
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
101,621
338,218
34,401
101,043
49,858
48,584
93,621
54,454
－125,171
－165,919
90,584
15,428
30,068
79,130
計 767,346 －21,426 －3,581.37
302
16 日 立 製 作 所
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
72,265
274,791
85,950
110,095
54,930
59,658
98,953
－80,406
－174,767
－33,217
42,888
259,070
43,667
41,429
計 756,642 98,664 766.88
17 パ ナ ソ ニ ッ ク
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
75,316
191,924
800,023
58,560
57,059
105,926
157,256
134,364
21,535
－79,162
14,837
－528,321
－622,063
－5,266
計 726,064 －1,064,076 －68.23
18 野 村 HD
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
231,170
145,899
29,406
13,434
54,689
56,508
179,020
22,483
－437,658
9,974
－9,193
44,895
54,475
114,664
計 710,126 －200,360 －354.42
19 住 友 商 事
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
49,577
65,803
71,517
72,827
117,780
139,721
174,181
95,820
79,610
24,066
43,179
74,417
76,804
164,194
計 691,406 558,090 123.88
20 丸 紅
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
69,842
80,687
79,591
60,576
104,301
116,382
172,836
55,382
8,593
32,230
27,872
70,833
92,400
69,629
計 684,215 356,939 191.68
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〔④〕受取配当金が1,000億円～5,000億円未満の企業
NO 社　　　名 決算期 受取配当金
（百万円）
税引前純利益
（百万円）
受取配当金
構成比（％）
22 ソ フ ト バ ン ク
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
2,616
2,790
3,218
23,423
37,304
116,621
303,092
6,479
2,790
34,340
12,598
23,765
78,886
238,426
計 489,064 397,284 123.10
23 東 京 海 上 HD
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
69,400
130,053
25,617
120,892
77,872
42,798
13,106
69,967
118,670
545
80,321
62,588
41,866
12,380
計 479,738 386,337 124.17
24 キ リ ン HD
2007年12月期
2008年12月期
2009年12月期
2010年12月期
2011年12月期
2012年12月期
2013年12月期
20,068
59,071
92,234
56,674
106,098
74,801
55,245
44,639
26,959
83,988
49,287
77,768
69,586
95,940
計 464,196 448,167 103.57
25 N T T ド コ モ
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
198,421
19,132
21,630
24,817
79,653
47,139
33,723
566,205
2,227,071
836,307
832,512
932,791
695,228
816,486
計 424,515 6,906,600 6.14
21 セ ブ ン ＆ ア イ HD
2008年 2 月期
2009年 2 月期
2010年 2 月期
2011年 2 月期
2012年 2 月期
2013年 2 月期
2014年 2 月期
51,669
55,588
140,905
63,918
71,816
82,876
83,316
48,016
49,357
64,899
66,876
67,624
78,421
76,987
計 550,088 452,180 121.65
304
26 武 田 薬 品 工 業
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
10,161
13,951
12,044
8,939
272,528
6,905
99,385
277,597
234,157
257,183
193,920
469,320
203,531
253,054
計 423,913 1,888,762 22.44
27 J F E HD
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
290,066
100,082
108
8,143
－
3,723
3,209
292,227
89,832
2,125
8,309
625
4,090
3,773
計 405,331 400,981 101.08
28 三 菱 電 機
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
43,475
47,848
79,148
39,523
45,005
54,283
56,872
101,121
－40,037
1,368
100,642
89,913
－38,715
125,780
計 366,154 340,072 107.66
29 三井住友トラスト HD
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
184,405
14,349
10,043
17,112
33,738
51,963
29,550
179,246
7,524
2,283
9,638
27,416
46,093
24,433
計 341,160 296,633 115.01
30 国 際 石 油 開 発 帝 石
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
15,624
37,992
32,682
69,665
57,343
69,276
56,027
15,738
345,574
184,913
207,194
266,131
247,369
304,670
計 338,609 1,571,589 21.54
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31 ソ ニ ー
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
115,285
30,573
6,835
5,803
7,124
89,392
69,048
534,482
－36,625
－127,757
－170,738
－159,271
31,763
－23,518
計 324,060 48,336 670.43
32 デ ン ソ ー
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
314,428
38,810
37,247
46,563
51,124
50,956
53,842
183,543
－131,191
76,873
92,311
112,887
196,134
296,084
計 309,970 826,641 37.49
33 豊 田 通 商
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
38,664
44,726
35,532
38,503
41,754
45,340
61,138
33,834
29,346
9,561
20,127
32,176
17,950
34,179
計 305,657 177,173 172.51
34 新 日 鐵 住 金
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
25,178
30,774
21,813
61,478
54,152
51,891
59,854
382,319
166,786
－89,438
59,719
16,506
－220,945
264,317
計 305,140 579,264 52.67
35 オ リ ッ ク ス
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
62,602
65,325
67,758
29,534
37,004
14,479
22,573
113,148
399,917
25,054
23,155
28,779
35,226
18,403
計 299,275 283,682 105.49
306
36 ファーストリテイリング
2007年 8 月期
2008年 8 月期
2009年 8 月期
2010年 8 月期
2011年 8 月期
2012年 8 月期
2013年 8 月期
39,634
35,710
407
61,558
50,092
50,468
59,057
37,895
28,411
－6,905
45,550
48,062
54,365
75,653
計 296,926 283,031 104.90
37 京 セ ラ
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
32,071
30,357
27,531
37,066
42,046
32,734
43,816
88,847
14,506
5,923
90,958
66,400
68,802
80,546
計 245,621 415,982 59.04
38 旭 化 成
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
44,686
26,314
11,638
23,735
54,601
28,071
44,397
35,433
14,937
4,559
12,923
41,586
20,013
33,614
計 233,442 163,065 143.15
39 H O Y A
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
6,903
5,059
128,525
34,724
13,768
11,780
29,794
15,234
－7,642
142,138
50,446
38,075
47,323
62,891
計 230,553 348,465 66.16
40 小 松 製 作 所
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
18,410
19,237
29,511
12,159
37,200
40,593
70,082
145,139
14,472
－13,845
72,898
90,231
83,177
163,877
計 227,192 555,949 40.86
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41 住 友 化 学
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
31,173
35,074
35,146
25,766
33,895
30,540
32,786
29,241
－42,080
20,367
1,112
－22,144
－50,118
14,914
計 224,380 －48,708 －460.66
42 三 菱 マ テ リ ア ル
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
31,547
41,745
21,007
29,935
23,702
43,925
21,946
41,657
18,876
－19,383
19,402
17,281
41,918
53,337
計 213,807 173,088 123.52
43 住 友 金 属 鉱 山
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
47,666
19,367
11,360
28,552
38,017
27,597
31,585
144,216
－2,931
46,277
74,128
63,189
88,376
73,587
計 204,144 486,842 41.93
44 住 友 電 機 工 業
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
32,474
29,781
19,849
29,778
25,684
27,322
33,669
45,902
32,018
19,106
11,752
15,841
10,265
24,038
計 198,557 158,922 124.93
45 豊 田 自 動 織 機
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
37,142
40,797
16,276
16,352
19,541
23,635
44,667
82,720
4,716
23,115
40,365
46,561
49,976
94,516
計 198,410 341,969 58.01
308
46 第 一 三 共
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
19,598
4,622
59,973
9,499
35,126
23,954
31,080
131,377
－377,106
91,891
54,463
73,096
68,164
104,192
計 183,852 146,077 125.85
47 ダ イ キ ン 工 業
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
8,855
11,321
34,450
43,840
36,042
23,688
25,634
35,901
－12,104
9,762
7,140
33,157
35,011
54,395
計 183,830 163,262 112.59
48 三 菱 自 動 車
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
12,524
4,960
13,019
15,187
22,554
59,231
56,351
20,746
－72,542
－36,773
－6,285
19,384
40,795
90,293
計 183,826 55,618 330.51
49 イ オ ン
2008年 2 月期
2009年 2 月期
2010年 2 月期
2011年 2 月期
2012年 2 月期
2013年 2 月期
2014年 2 月期
19,734
26,218
18,246
28,536
31,786
23,514
30,869
19,868
7,637
32,235
10,127
21,033
37,160
31,863
計 178,903 159,923 111.86
50 神 戸 製 鋼 所
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
20,138
23,314
17,661
14,823
15,413
47,643
33,718
89,125
－1,925
－15,761
28,980
－25,181
－26,220
54,176
計 172,710 103,194 167.36
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51 帝 人
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
14,916
16,010
20,502
34,082
31,183
35,029
12,299
1,325
－37,686
－20,770
13,676
12,594
－5,445
16,492
計 164,021 －19,814 －827.80
52 ア イ シ ン 精 機
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
18,359
30,130
11,090
22,185
24,710
27,063
26,278
46,306
2,935
12,940
35,385
37,342
47,620
49,406
計 159,815 231,934 68.90
53 日 本 郵 船
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
18,540
57,726
10,419
10,165
21,678
15,562
24,965
117,437
15,207
－9,613
40,838
－44,876
15,293
13,907
計 159,055 148,193 107.32
54 三 井 不 動 産
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
25,896
28,759
20,840
17,037
16,946
17,143
28,603
65,311
67,944
68,196
56,865
56,497
64,654
72,351
計 155,224 451,818 34.35
55 三 井 化 学
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
14,883
16,021
7,042
23,366
34,898
169,932
41,215
3,138
－35,141
－23,046
11,158
68
1,889
－9,604
計 154,357 －51,538 －299.50
310
56 ア ス テ ラ ス 製 薬
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
15,428
5,868
1,557
2,287
1,763
65,589
57,138
173,459
168,824
106,359
63,126
68,520
145,543
120,493
計 149,630 846,324 67.67
57 サ ン ト リ ー HD
2008年12月期
2009年12月期
2010年12月期
2011年12月期
2012年12月期
2013年12月期
2014年12月期
17,102
16,364
438
28,974
24,259
27,322
32,495
28,730
38,225
1,378
24,411
20,425
21,479
101,600
計 146,954 236,248 62.20
58 マ ツ ダ
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
17,091
7,831
11,175
62,193
1,521
1,264
38,189
80,893
－97,064
－25,868
18,556
－115,794
8,310
158,128
計 139,264 27,161 512.73
59 味 の 素
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
6,505
9,646
8,171
19,136
22,224
47,026
24,269
16,796
－12,143
－4,766
3,386
20,329
64,057
30,295
計 136,977 117,954 116.12
60 三 菱 瓦 斯 化 学
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
23,109
19,751
12,256
11,763
22,370
21,470
22,083
33,110
7,323
1,718
3,739
15,739
5,864
4,387
計 132,802 71,880 184.75
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61 ブ リ ヂ ス ト ン
2007年12月期
2008年12月期
2009年12月期
2010年12月期
2011年12月期
2012年12月期
2013年12月期
19,292
24,588
13,116
18,057
16,152
14,748
24,306
132,634
51,322
12,959
67,441
47,189
137,713
145,631
計 130,259 594,889 21.89
62 三 菱 ケ ミ カ ル HD
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
23,622
14,604
12,566
12,226
24,433
19,148
22,182
51,345
20,879
12,972
10,374
21,997
15,969
23,144
計 128,781 156,680 82.19
63 J X HD
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
2,287
30,167
45,029
45,850
130,029
4,992
22,333
44,079
計 123,333 201,433 61.22
64 旭 硝 子
2007年12月期
2008年12月期
2009年12月期
2010年12月期
2011年12月期
2012年12月期
2013年12月期
12,536
12,873
12,256
12,098
27,966
18,923
25,873
73,993
13,812
－39,363
113,174
75,094
8,855
40,951
計 122,525 286,516 42.76
65 阪 急 阪 神 HD
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
11,574
10,786
13,022
18,383
8,152
25,960
29,191
6,804
8,688
8,978
14,486
6,806
10,536
14,947
計 117,068 71,245 164.31
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66 村 田 製 作 所
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
18,354
15,046
8,921
8,767
14,472
20,746
27,987
56,419
7,549
18,598
30,108
17,105
31,195
57,637
計 114,293 218,611 52.28
67 日 立 建 機
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
15,435
15,916
9,275
8,997
13,875
20,297
28,633
43,384
5,235
－12,976
－1,056
15,088
3,373
－5,621
計 112,428 47,427 237.05
68 東 レ
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
16,368
14,492
12,233
10,198
11,683
17,043
28,068
29,269
－41,004
－37,600
20,071
27,452
16,477
27,960
計 110,085 42,625 256.26
69 キ ヤ ノ ン
2007年12月期
2008年12月期
2009年12月期
2010年12月期
2011年12月期
2012年12月期
2013年12月期
16,816
13,512
15,522
19,787
15,234
10,683
18,495
549,373
333,002
122,288
233,203
242,149
231,106
235,393
計 109,999 1,946,514 5.65
70 大 日 本 印 刷
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
8,184
21,230
23,181
10,190
9,933
18,014
16,245
49,507
－34,808
15,745
24,163
－15,984
15,121
17,539
計 106,977 71,283 150.07
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71 ト ヨ タ 紡 織
2008年 3 月期
2009年 3 月期
2010年 3 月期
2011年 3 月期
2012年 3 月期
2013年 3 月期
2014年 3 月期
7,560
14,048
16,106
17,918
19,693
12,321
14,370
24,610
6,329
7,958
17,012
20,081
16,892
-21,063
計 102,016 71,819 142.04
Ⅷ　大企業擁護で「政治権力追随型」の政府税調意見
──グローバル大企業の税軽減策の提案──
1 　怪しげな「法人税の負担構造改革論」の真意は何か
　今回の法人税改革について政府税調の意見（2014年 6 月27日資料）によれ
ば，その趣旨は，以下のように説明されている。
　「グローバル経済の中で，日本が強い競争力を持って成長していくため
には，法人税もまた成長志向型の構造に改革していく必要がある。」とし，
改革の主な目的は，次の 2 つであるとしている。
⑴ 　第 1 は，立地競争力を高めるとともに，わが国企業の競争力を強化す
るために税率を引き下げることである。
⑵ 　第 2 は，法人税の負担構造を改革することである。
　ここで注目を要するのは，「法人税の負担構造を改革する」としている
点であるが，このことにつき政府税調は，次のように説明している。
　「課税ベースを拡大し，税率を引き下げることで，法人課税を“広く薄
く”負担を求める構造にすることにより，利益を上げている企業の再投資
余力を増大させるとともに，収益力改善に向けた企業の取り組みを後押し
するという成長志向の構造に変革していくことである。こうした構造改革
は，一部の企業だけではなく，広く税率引き下げの効果が及ぶことから，
新しい産業や新規開業が行われやすい環境を作ることにもなる。」
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　このような意見の意図することを関係者の所見等を参考に整理すれば，
次のようなことが挙げられる。
⑴ 　日本の税制全体の構造を，法人税減税とうまく見合うように調和を
図っていき，向かうべき方向を改めていくべきではないか。
⑵ 　わが国がグローバル化の中において法人課税の依存から脱却する方向
性と，もっと整合的に議論を進めたほうがよいのではないか。
⑶ 　法人税とは違う税で，きちんと税収が確保できるようにすべきであ
り，景気に対し不安定な税収であり，地域的な偏在も大きいような法人
課税に，引き続きわが国が依存し続けることは財政健全化もままならな
いのではないか。
⑷ 　成長志向の法人税に変えるには，法人税の枠内においては“広く薄
く”の負担構造に変えていく必要がある。全体の負担構造でみると，法
人課税から個人課税，資産課税へとシフトしていく必要がある。
⑸ 　国際競争を行っている競争力の高い大企業の法人税負担を軽減して，
国際競争力を高めるという観点に立って改革を進めることが，今回の改
革の趣旨に合致するのではないか。
　要するに，「法人税の負担構造の改革」とか，「成長志向の構造に改革」
などと，もっともらしい表現をしているが，グローバル企業の税負担をで
きるだけ軽くしたいということにすぎないのである。
　安倍首相からの至上命令である法人税率の引き下げの理屈づけを請け負
わされた政府税調が，法人減税のための代替財源探しに行き詰まり，苦し
まぎれに案出した御用学者集団と経済界の代表が結託して捏造を試みた
「政治権力追随型」の便宜的な堕落した奇怪な所論であるとみざるを得な
い。
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2 　徴税者本位で企業の立場を無視した理不尽な外形標準課税の拡大適
用論への懸念
　地方法人課税において，外形標準課税を拡大適用しようとする理由につ
いて，政府税調は次のように述べている。
　「地方法人課税については，応益課税の観点から，企業間で広く薄く
負担を担う構造にすることが必要である。応益課税としての性格の明確
化や税収の安定化といった趣旨で，2003年度には法人事業税の外形標準
課税が資本金 1 億円超の法人を対象に導入されすでに定着している。こ
の外形標準課税についても事業活動規模に対し課す税として企業間でよ
り広く薄く負担を担う構造にするために一段の見直しが求められる。ま
た，国税と同様，企業の選択を歪めないという中立の観点からの見直し
も必要である。」
　赤字企業にも新たに税負担を求める魂胆から「応益課税論」を振り回
し，「税収の安定化」という本音を述べ，何でも取れるものから取り立て
ようという徴税者本位の発想が露骨に表れており，暴走の危険を感じる。
　消費税の定着と再度の増税に味をしめた政治家と官僚達は，経済界とス
クラムを組んで「課税ベースの拡大」という呪文を唱えて，場当たり的に
課税所得の範囲を際限なく膨大化させ，その無軌道な拡大による「妖怪
化」にとどまらないで，「所得の概念の枠」を乗り越えて，例えば，法人
事業税の外形標準課税における「付加価値額」や「資本金等の額」のよう
に新しい課税標準をつくり出そうというわけである。
　特に，「事業活動規模に対して課す税」などと税源の無軌道な拡大には，
何としても早いうちに歯止めをかけなければならない。
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3 　中小企業の存在を蔑視するような差別的発想に基づく税制改革論議
は遺憾千万
　今次の法人税改革の目的として，「法人税の負担構造の改革」を掲げ，
収益力改革に向けた企業の取り組みを後押しする「成長志向の構造」に変
革し，「産業の新陳代謝が行われやすい環境」を作ろうとしている。
　そのような考え方の基本的な背景として，中小企業には赤字決算が多
く，法人課税がないことについて，次のような所見がみられている。
⑴ 　赤字決算の中小企業の法人事業税に外形標準課税を適用することは
「赤字法人課税」の面もあり，収益力の低い企業の税額が多くなるが，
しかし，全体としてみると，国際競争を行っている競争力の高い大企業
の法人税負担を軽減して，国際競争力を高めることが今回の改革に合致
するのではないか。
⑵ 　経済活性化，新陳代謝という観点から，赤字決算の中小企業に対して
も，広く薄く課税していく，つまり，低い税負担で生き残らせるのでは
なく，新陳代謝の観点から，しっかりと課税すべきではないか。
⑶ 　収益力の低い赤字中小企業の法人を倒産させないで存続させてきたか
ら，日本経済がいつまでたっても活性化しなかったのではなかったか。
⑷ 　赤字を意図的に創出している中小企業が存在するという問題について
は本当のところわれわれ（学者）はその実態がよくわからない。
　このような意見や発言が，政府税調の議事録や委員による論文，関係す
る官僚達の発表している記述等に何回も出てくるのである。
　地域経済を支え，雇用を守り，懸命に経営活動を継続し，生活をしてい
る多くの中小零細企業など，日本経済にとって邪魔な存在としてしかみて
いないのであろうか。
　まことに，驚き，あきれて何とも言いようのない理不尽極まる発言であ
る。赤字決算の中小企業に対しても報酬給与額，純支払利子額，純支払賃
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借料額等を課税対象とする外形標準課税の付加価値額を対象として，法人
事業税を課税しようとすることなどは，まさに，「狂暴増税」の妄想であ
り，断じて容認できない。
　地方法人課税の見直しには，そのほかに，法人住民税の均等割の増額と
ともに住民税や固定資産税の増税も示唆されており，油断なく警戒する必
要がある。
　また，別の問題ではあるが，法人税の課税所得の計算上，地方税である
法人事業税や固定資産税等の損金算入についても，是正することを検討す
べきであるとしている。その影響は意外に大きく，企業にとっては負担増
になる。
　何でも手当たり次第に増税の対象にしようとする，まさに狂暴の限りを
尽くした政府税調の意見であり，大いに疑問が残る。
4 　驚くべき「法人税終焉論」は謬論である
　注目すべきは，ここにきて，消えゆく租税として法人税を挙げている
「法人税終焉論」が登場し，法人税改革による再建ではなく法人税の「敗
退論」が台頭していることである。
　論者によれば，20世紀後半は法人税の時代であったと言ってもよいが，
いまやその圧倒的な優位は揺らぎつつあるとする。法人税は非常にテクニ
カルな税金であるので課税逃れがしやすいとまで言っている。
　国際的租税回避スキームなどを使って税金逃れが横行して，法人税の位
置づけは難しくなっている。表面税率を高くしていても結局は逃れてしま
うから税収もどんどん落ちていく。法人税というのは，そのうちなくなる
のではないか。あるいは，その地位を低下させるのではないか，との所論
が紹介されている。
　経済の競争力を高めるために法人税の税率を下げているのか，取れなく
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なっているから税率を下げざるを得ないのか，微妙なことかもしれないと
も論じている。
　法人税が厳しい状況に置かれている原因については「通信技術の発達と
金融技術の発展」を挙げている。それは，要するに，法人税においては課
税逃れが容易になっていると言う。
　そこで論者は，「課税逃れがしにくい税金」として固定資産税，消費税，
賃金所得税の 3 種類を挙げている。いずれも逃げられない税金だからだと
している。
　固定資産税については，土地や建物を外国に持ち出すわけにはいかない
ことから税金が取れると言う。消費税は日本国内で行われる消費に対して
課税されるから，日本国民が存在する限り税収が確保できると言う。外国
に逃げ出す恐れのない人に対する賃金に係る所得税（勤労所得税）は取れ
ると説明している。
　逃げ足の遅い，つまり租税回避行動のしにくい納税者に対する税金は今
後も取られ続けられることとなるために，「暗い将来」だとまで予想して
いる。
　一方で，逃げ足の速い人は逃げてしまう。法人税はその最たるものでは
ないか，とまで言う。
　そして，次のように断定している。
⑴ 　逃げ足の速い人は逃げてしまうから，逃げ足の速い人が日本から外に
逃げないようにするためには税率を下げるというのが，法人税や所得税
についてもある程度仕方がないのかもしれない。
⑵ 　所得税や法人税について税率が高いだけではなくて，税務執行ががん
じがらめだと，余計に外国に逃げ出してしまうことも起こってくるかも
しれない。
⑶ 　企業の競争力を確保するために法人税の税率を下げているのではな
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く，どうせ下げないとどうにもならなくなるから下げている面もあるわ
けである。
⑷ 　OECD の BEPS（Base Erosion and Profit Shifting）の課税逃れ対策の
議論も「果たしてどこまで対応できるか」ということかもしれないと疑
念を表明している。
　このような「法人税終焉論」は，グローバル企業の課税逃れを追及すべ
きであるとする租税の公平原理からの理念を放棄することである。それ
は，結果的に「課税逃れの逃げ得」を容認することにもなり，事は重大で
あり，断じて賛同することはできない。
　ましてや，税制における欠陥を是正する努力を放棄して公平性を破壊す
るだけではなく，税務行政の執行に関してもその的確にして公正な運営に
逆行するような所説まで展開しており，遺憾極まりないことである。
　法人税が非常にテクニカルで課税逃れが容易であるので，その地位が低
下しているとの「法人税敗退論」は，税の世界に重大な混乱と堕落を招来
する謬説であると批判しなければならない。
　グローバル企業の法人税を軽くしたいという偽りの構造改革論の究極の
姿の表明であると思われるが，企業国家である日本では稼ぎ頭である法人
への所得課税は極めて重要なメインタックスであることには変化がないの
である。
　すべからく企業には活力ある経済活動を展開し，大きな経営成果を獲得
し，それをもってしっかりと納税をして国民経済の発展に重要な役割を果
たすことが期待されている。
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Ⅸ　消費税の再増税と法人税の減税の中止を緊急提言
──日本の将来を危うくする禍根の排除を──
1 　庶民いじめの消費税増税による財源を使って巨大企業の大減税でよ
いのか
　庶民の生活と直結する逆進性の強い酷税である消費税が，この2014年 4
月から 5 ％が 8 ％に増税された。そのうえ，さらに，2017年 4 月から10％
に再増税されようとしている。
　これに反し，財界の強い要求に従って現在「35.64％」の法人企業の所
得に対する「法定正味税率」を「数年以内に20％台まで下げる」と政府は
公約し，大企業への，さらなる減税を断行しようとしている。
　国の借金である財政赤字が1,000兆円を超えているので，財政状態の改
善のために消費税の大増税までをもしようとしてきているのに，大きく儲
かっていながら国に税金を払っていない大企業の税金である法人税を減税
するのは，税財政の論理からも大きく矛盾しており，多くの国民も納得し
難いことである。
2 　国に税金を払わない大儲けしているグローバル巨大企業の一群が存
在している
　財界やマスコミでは「日本の法人税は高い」と大合唱しているので，日
本の経済界を代表する有力な主要企業のうち業績の良い企業について，ど
のくらい税金を払っているのかを調査してみた。その結果，驚くべき実態
が判明したのである。
　2013年 3 月期と2014年 3 月期の「法定正味税率」（国税の法人税と地方税
の法人住民税・法人事業税を合計した法人に対する所得課税の総合税率）は
38.01％であるのに，「実効税負担率」は非常に低く， 1 ％に満たない企業
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も数社あり，10％未満の企業がかなりあり，10％台も多く，圧倒的に多い
のが20％台の企業である。
　比較的に多くの法人税等を払っている著名な企業でも20％台が大部分で
あり，数少ない30％台の企業でも，全てが32％未満にとどまっているのが
実態である。
3 　巨大企業の平均実効税負担率は法定税率の半分以下の低レベル
　企業全体を資本金の大きさによる規模別に区別してみた法人税平均実効
税負担率は，〔図表12〕にみるようである。
　これは国税である法人税だけについての調査であるが，法人税の法定基
本税率は25.5％である。
　これで分かることは，資本金100億円超の巨大企業の階層が極端に低く，
僅かに11.54％で，法定税率が25.5％の半分にも達していないという低レベ
ルである。
　これに対し，資本金 1 億円超で 5 億円以下の中堅中小企業の階層が
25.44％であり，限りなく法定税率に近いのである。
　日本の法人税の負担構造の現状は「巨大企業が極小の税負担」で，「中
堅中小企業が極大の税負担」となっており，企業の規模別の視点からみれ
ば，「逆累進構造」となっているのである。
　このような異常な事態が生じているのは，課税ベースである課税所得
が，租税特別措置による政策減税が特定の巨大企業に集中しているととも
に，法人税制の仕組みに欠陥があるほか，税務会計システムのメカニズム
が歪められているからである。
　これら課税ベースの歪みによる縮小化の最大の現況がタックス・イロー
ジョンとタックス・シェルターであり，税務行政の機能不全のタックス・
ギャップもこれに拍車をかけている。
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〔図表12〕資本金階級別法人税平均実効負担率の算定（2012年度）
　　　　　─「巨大企業の極小負担」と「中堅中小企業の極大負担」─
　（注）1 ．企業規模別に区分した法人税平均実効税負担率を外国税額を含めた場合と除いた
場合の双方のケースにつき図示している。
　　　 2 ．図表における　　　　の部分は「外国税額」相当を示している。
（出所）　国税庁企画室編『税務統計から見た法人企業の実態（会社標本調査）』（2012年度分）
及び2014年２月内閣が国会に提出した『租税特別措置の適用実態調査の結果に関する
報告書』（2012年度分）を基に分析整理して作図している。
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4 　消費税収入が法人税減税の穴埋めとなり社会保障のためになってい
ない
　財界や政府は，庶民が納める消費税を増税して，グローバル競争をして
いる企業に対する法人税を減税しようと計画し策謀をしているが，これは
今回が初めてではない。
　消費税は1989年に 3 ％で創設され，1997年に 5 ％に引き上げられ，2014
年に 8 ％に再引き上げされた。このうえ，さらに，2017年の 4 月には10％
への大台へと税率をアップしようと目論んでいる。
　法人税率は1984年には43.3％で，1988年には42.0％に下げられ，消費税
導入の1989年には40.0％，1990年には37.5％と連続的に引き下げられ，
1998年に34.5%，1999年には30.0％，続いて2012年には25.5％まで引き下げ
られてきた。そして，いよいよ2015年から順次に本格的な引き下げが目論
まれている。
　消費税増税と法人税率引き下げはセットであることが，消費税導入後の
歴史をみれば，よく分かる。
　消費税は社会保障のための財源であるとする政府の宣伝文句に反して，
法人税の減税財源となってきているのである。法人税率の大幅な引き下げ
によって，毎年の法人税収は大幅に減ってきているのである。地方税分を
含めて，法人 3 税が最高であった1989年度の29.8兆円が現在は17.6兆円
（2014年度予算ベース）まで落ち込んでいる。
　法人 3 税の1989年度から26年間の累計総減収額は255兆円，同時期の消
費税収の累計は282兆円である。これまでの巨額の消費税収のほとんどが，
法人税の減収の穴埋めに消えてしまっていることが明らかなのである。
（〔図表13参照〕）
　このような歴然たる事実は，消費税増税が社会保障の充実のためでも，
財政再建のためでもなかったことを立証している。
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　消費税10％への増税をして，さらなる法人税減税の代替財源にしようと
する策謀を中止させなければならない。
　企業国家である日本では，稼ぎ頭である大企業は，その大きな儲けに
従って，しっかり納税してもらうよう法人税制を整備することが緊要であ
る。大企業は国家財政を支え，国の安全保障や国民の社会福祉に貢献すべ
きなのである。
　税制改革では，消費税の再増税と法人税の減税ではなく，大企業税制の
欠陥を是正し，地球的スケールでの税金逃れを防止させ，大企業が「まと
もに」法人税を払うよう「法人税の再建」に力を注ぎ，健全な企業秩序を
確立しなければならない。
〔図表13〕巨額な消費税収入は法人税減税で消えている
　　　　　─消費税収と法人 3 税の減収額の推移─
　（注）1 ．消費税には地方分（96年までは消費贈与税，97年度からは地方消費税）を含む。
　 　 　 2 ．法人 3 税には法人税，法人住民税，法人事業税のほか，地方法人特別税，地方法
人税，復興特別法人税を含む。
　 　 　 3 ．財務省及び総務省公表データにより計算，2012年度までは決算，2013年度は国は
補正後，地方は予算額，2014年度は国・地方とも予算額。
（出所）　この図表は，菅隆徳氏の「税制研究」No.66（2014年 8 月）の論文を参考としている。
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5 　このままでは日本の将来が危うくなることを深刻に懸念
　国の稼ぎ頭である大企業からあまり多くの税金を徴収しないような仕組
みを構築し優遇する結果として，国民に過重な負担をかける税制が実現す
ることは危険な動向である。そんな税制になったならば，日本の将来を危
うくすると私は懸念している。
　財界の圧力に屈した安倍首相が財界の要求どおり，法定正味税率を10％
引き下げるためには年間 5 兆円程度の財源が必要だとされている。財務省
は代替財源探しに頭を悩ませ四苦八苦しているが，政府税調も知恵を出す
ことなく，結局は消費税のさらなる増税に加えて，国民にいろいろな負担
を強いるような増収策しかないと説明している。
　このままでは，国と国民を豊かにし幸せにするはずの富は，大企業や大
富豪に吸い上げられて，海外のタックスヘイブンに流出する一方である。
　そんな理不尽なことが許されてよいであろうか。民主国家の税制のあり
方としては到底許されてはならないことである。
　税制公正化への魂の覚醒を求め，課税ベースの「妖怪化」を防ぎ，真に
平和で文化の香り高く，世界から尊敬されるすばらしい活力ある企業社会
と国の姿を構築していきたいのである。

